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五
本
会
長
あ
い
さ
つ
で
開
会＝

右

感
謝
状
受
領
者
代
表
あ
い
さ
つ
で

の
細
見
正
行
岩
国
市
議
長＝

左
上

関
谷
新
会
長
の
万
歳
三
唱＝

左
下

全
国
市
議
会
議
長
会
は
６
月
１５
日
、
東
京
・
日
比
谷
公
会
堂

に
て
第
８７
回
定
期
総
会
を
開
催
し
た
。
総
会
に
先
立
ち
、
東
日

本
大
震
災
に
よ
り
犠
牲
に
な
ら
れ
た
方
々
に
対
し
て
、
市
議
会

議
長
ら
関
係
者
一
同
が
黙
祷
を
捧
げ
た
。

当
日
は
、
五
本
幸
正
（
ご
ほ
ん
・
ゆ
き
ま
さ
）
会
長
の
開
会

あ
い
さ
つ
か
ら
始
ま
り
、
来
賓
と
し
て
横
路
孝
弘
・
衆
議
院
議

長
、
片
山
善
博
・
総
務
大
臣
を
は
じ
め
、
菅
直
人
・
内
閣
総
理

大
臣
の
代
理
と
し
て
福
山
哲
郎
・
内
閣
官
房
副
長
官
を
迎
え
た

ほ
か
、
西
岡
武
夫
・
参
議
院
議
長
か
ら
も
定
期
総
会
開
催
を
祝

福
す
る
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
寄
せ
ら
れ
華
々
し
い
も
の
と
な
っ
た
。

総
会
で
は
任
期
満
了
に
伴
う
会
長
の
選
任
が
行
わ
れ
、
役
員

選
考
委
員
会
に
よ
る
選
考
の
結
果
、
第
５９
代
会
長
に
は
関
谷
博

（
せ
き
た
に
・
ひ
ろ
し
）
下
関
市
議
会
議
長
が
推
薦
さ
れ
、
満

場
一
致
の
賛
意
を
も
っ
て
選
任
さ
れ
た
。

議
案
審
議
で
は
、
関
谷
新
会
長
の
も
と
、
全
国
９
部
会
か
ら

提
出
さ
れ
た
２４
件
に
及
ぶ
要
望
決
議
を
審
議
。
合
わ
せ
て
会
長

提
案
に
よ
る
「
東
日
本
大
震
災
（
に
お
け
る
被
災
地
の
復
旧
・

復
興
）
」
「
原
子
力
発
電
所
事
故
の
早
期
収
束
・
再
発
防
止
」

「
地
方
議
会
の
権
能
強
化
」
「
地
方
税
財
源
の
充
実
強
化
」
に

関
す
る
各
決
議
を
審
議
、
原
案
の
通
り
採
択
さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
総
会
で
は
、
正
副
議
長
・
議
員
の
永
年
勤
続
表
彰

が
行
わ
れ
、
２
０
９
７
人
の
該
当
者
が
功
績
を
讃
え
ら
れ
た
。

ま
た
、
各
委
員
会
に
よ
る
平
成
２２
年
度
の
活
動
報
告
な
ど
が

行
わ
れ
、
盛
会
の
う
ち
に
全
日
程
を
終
了
し
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1801号７月５日平成23年
（2011年）

東東日日本本大大震震災災でで決決議議採採択択
地地域域住住民民のの救救援援とと被被災災地地のの復復旧旧・・復復興興をを

総
会
で
新
会
長
選
任

関関
谷谷
博博
・・
下下
関関
市市
議議
長長

山
積
す
る
諸
課
題
に
意
欲

（１） 平成２３年７月５日 第１８０１号
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五
本
幸
正
会
長
の
開
会
あ
い
さ

つ
で
幕
を
開
け
た
本
会
の
第
８７
回

定
期
総
会
。
来
賓
に
、
横
路
衆
院

議
長
、
片
山
総
務
相
の
ほ
か
、
菅

総
理
の
代
理
と
し
て
福
山
官
房
副

長
官
を
迎
え
、
祝
辞
を
賜
っ
た
ほ

か
、
西
岡
参
院
議
長
か
ら
寄
せ
ら

れ
た
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
披
露
さ
れ
た

�
４
・
５
面
に
要
旨
を
掲
載
。

次
に
新
会
長
の
選
任
に
入
り
、

第
５９
代
会
長
に
関
谷
博
・
下
関
市

議
長
を
選
出
。
関
谷
新
会
長
は
就

任
あ
い
さ
つ
の
中
で
「
東
日
本
大

震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
」
、
政

府
・
与
党
が
取
り
組
ん
で
い
る

「
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
」

な
ど
、
諸
課
題
に
力
強
く
取
り
組

む
意
欲
を
示
し
た
�
左
下
掲
。

こ
の
の
ち
表
彰
式
を
行
い
、
永

年
勤
続
の
正
副
議
長
と
議
員
２
０

９
７
人
が
表
彰
さ
れ
た
。
正
副
議

長
表
彰
受
賞
者
を
代
表
し
て
佐
藤

正
倫
・
二
戸
市
議
長
が
、
議
員
表

彰
受
賞
者
を
代
表
し
て
大
橋
�
・

向
日
市
議
員
が
、
そ
れ
ぞ
れ
関
谷

会
長
か
ら
表
彰
状
を
受
領
。
受
賞

者
を
代
表
し
佐
藤
議
長
が
謝
辞
を

述
べ
た
�
１０
面
に
特
別
表
彰
者
。

午
後
の
会
議
で
は
、
地
方
行
政

な
ど
７
委
員
会
の
委
員
長
ら
が
１

年
間
の
活
動
経
過
、
要
望
結
果
に

つ
い
て
報
告
し
、
了
承
さ
れ
た
�

６
面
か
ら
９
面
に
要
旨
を
掲
載
。

ま
た
、
議
案
審
議
で
は
、
９
部

会
か
ら
提
出
さ
れ
た
要
望
事
項
２４

件
�
下
掲
�
の
ほ
か
、
会
長
提
出

に
よ
る
決
議
案
も
原
案
の
と
お
り

可
決
�
３
面
に
掲
載
。
こ
の
ほ
か

任
期
満
了
に
伴
う
役
員
改
選
に
よ

り
、
副
会
長
４
人
、
監
事
５
人
ら

が
選
任
さ
れ
た
�
１１
面
に
掲
載
。

全
国
８
０
９
の
市
区
が
加
入
す

る
、
歴
史
と
伝
統
と
権
威
あ
る
全

国
市
議
会
議
長
会
の
会
長
に
就
任

し
、
身
の
引
き
締
ま
る
感
激
を
覚

え
る
と
と
も
に
、
大
き
な
功
績
を

残
さ
れ
ま
し
た
歴
代
会
長
さ
ん
の

後
を
受
け
、
そ
の
責
任
の
重
大
さ

を
痛
感
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り

ま
す
。

特
に
、
五
本
前
会
長
に
お
か
れ

ま
し
て
は
、
地
方
議
会
議
員
年
金

制
度
の
見
直
し
問
題
に
お
い
て

は
、
全
国
市
議
会
議
長
会
が
求
め

て
き
た
事
項
を
ほ
ぼ
取
り
入
れ
た

地
方
議
会
議
員
年
金
制
度
の
廃
止

を
実
現
さ
れ
る
な
ど
、
多
大
な
功

績
を
あ
げ
ら
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
地
方
団
体
の
悲
願
で
あ

る
国
と
地
方
の
協
議
の
場
の
法
制

化
を
は
じ
め
、
地
方
税
財
源
の
充

実
、
地
方
議
会
の
権
能
強
化
に
も

ご
尽
力
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

こ
れ
ま
で
の
ご
功
績
と
ご
尽
力

に
、
ま
ず
も
っ
て
感
謝
を
申
し
上

げ
ま
す
と
と
も
に
、
後
を
引
き
継

ぐ
私
と
い
た
し
ま
し
て
も
、
こ
の

の
ち
に
選
ば
れ
ま
す
副
会
長
は
じ

め
、
新
役
員
の
皆
様
の
お
力
添
え

を
い
た
だ
き
な
が
ら
、
皆
様
の
ご

期
待
に
お
応
え
で
き
ま
す
よ
う
全

力
を
傾
注
し
て
ま
い
る
所
存
で
あ

り
ま
す
。

さ
て
、
東
日
本
大
震
災
に
よ

り
、
東
日
本
の
太
平
洋
沿
岸
部
は

壊
滅
的
被
害
を
受
け
、
加
え
て
福

島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に

よ
り
、
我
が
国
の
社
会
経
済
は
深

刻
な
状
況
に
陥
っ
て
お
り
ま
す
。

厳
し
い
社
会
経
済
状
況
の
下
、

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復

興
を
は
じ
め
と
い
た
し
ま
し
て
、

社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
、
真

の
地
方
分
権
の
実
現
な
ど
、
我
々

を
取
り
巻
く
課
題
は
山
積
し
て
お

り
ま
す
。

私
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
そ
れ

ら
諸
課
題
の
解
決
に
向
け
て
、
全

身
全
霊
を
か
け
て
取
り
組
ん
で
ま

い
る
所
存
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
そ

の
た
め
に
は
何
よ
り
も
皆
様
方
の

ご
支
援
が
必
要
で
あ
り
ま
す
。

ど
う
か
皆
様
方
の
力
強
い
ご
支

援
と
ご
協
力
を
重
ね
て
お
願
い
申

し
上
げ
ま
す
。

（
要
約
）

各各
部部
会会
提提
出出
議議
案案

北
海
道
部
会

▽
北
海
道
新
幹
線
の
整
備
促
進

▽
北
方
領
土
問
題
の
早
期
解
決
等

▽
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
協
定
交
渉
へ
の
参

加
反
対

東
北
部
会

▽
道
路
交
通
網
の
整
備
促
進

▽
地
域
医
療
体
制
の
充
実
強
化

▽
水
田
農
業
政
策
の
確
立
と
農
業

・
農
村
の
活
性
化
策

北
信
越
部
会

▽
北
陸
新
幹
線
の
整
備
促
進

▽
高
規
格
幹
線
道
路
等
の
整
備
促

進
▽
日
本
海
側
に
お
け
る
新
た
な
拠

点
港
湾
の
選
定

関
東
部
会

▽
自
転
車
レ
ー
ン
の
整
備
促
進
に

向
け
た
道
路
構
造
令
の
改
正

▽
茨
城
港
日
立
港
区
の
整
備
促
進

東
海
部
会

▽
野
生
鳥
獣
害
対
策
の
総
合
的
な

取
り
組
み
を
求
め
る
要
望

▽
ひ
も
付
き
補
助
金
の
一
括
交
付

金
化

▽
脳
脊
髄
液
減
少
症
の
診
断
・
治

療
の
確
立

近
畿
部
会

▽
「
水
源
の
里
」
の
維
持
・
再
生

に
向
け
た
新
た
な
支
援
対
策

中
国
部
会

▽
社
会
イ
ン
フ
ラ
の
経
年
劣
化
対

策
に
係
る
財
政
支
援

▽
身
近
な
地
域
で
出
産
で
き
る
助

産
シ
ス
テ
ム
の
実
現
と
妊
婦
健

診
、
出
産
費
用
の
公
費
負
担
に

よ
る
無
料
化

▽
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
係
る

抜
本
的
な
計
画
等
の
見
直
し

四
国
部
会

▽
地
震
防
災
対
策
の
推
進

▽
地
域
農
業
の
多
様
な
担
い
手
の

育
成

▽
自
治
体
病
院
の
医
師
確
保
対
策

及
び
財
政
支
援
措
置
の
充
実
強

化九
州
部
会

▽
自
治
体
病
院
の
医
師
確
保

▽
抜
本
的
な
有
害
鳥
獣
対
策

▽
九
州
に
お
け
る
高
速
交
通
網
の

整
備
充
実

関関
谷谷
博博
・・
会会
長長
就就
任任
ああ
いい
ささ
つつ

関谷 博
（せきたに ひろし）

【略歴】
昭和３４年２月３日生まれ、５２

歳。下関市議歴、平成３年５

月から現在。議長歴、平成１９

年２月から現在。山口県出身

第第
８８７７
回回
定定
期期
総総
会会
のの
概概
要要

第
８７
回
本
会
定
期
総
会

第１８０１号 平成２３年７月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



東日本大震災に関する決議
平成２３年３月１１日に発生した三陸沖を震源とする「平成２３年東北地方
太平洋沖地震」は、マグニチュード９．０と我が国の観測史上例をみない
規模の大地震で、東日本各地に甚大な被害を与えている。
特に、地震によって発生した大津波が東北地方など太平洋沿岸の市町
村に壊滅的ともいえる被害を与え、町自体が壊滅した地域もある。死者
・行方不明者は２万４千人近くにのぼり被災地では今なお懸命の遺体収
容作業が続けられている。
家屋の倒壊・流失、道路・鉄道・港湾設備等の損壊など、被災状況は
我々の想定をはるかに超え、また、電気、ガス、水道などのライフライ
ンは寸断され、今なお復旧の目途がたっていない地域もあり、さらには
生活物資の不足など、市民生活への不安は頂点に達している。また、４
月７日の震度６強の最大余震をはじめ余震が頻発しており、地域住民の
肉体的・精神的疲労は極限に近づいている。
今回の大震災による被害は、各自治体レベルで対応できる災害規模を
はるかに超えた、まさに未曾有の大災害となっている。
よって、国においては、こうした現状を踏まえ、地域住民の救援と地
域社会の復旧・復興に向けて、下記事項を実現するよう強く要請する。

記
１．被災者の救援及び生活再建
（１）応急仮設住宅

高齢者や障害者等に配慮した仮設住宅の整備や民間借り上げ住宅
の活用への支援も含め、希望者全員が入居できるように早急にその
確保を図ること。また、津波被害地域での用地確保のため、丘陵地
等を造成する費用を全額国の負担とすること。

（２）各種支援等
・ 災害救助法に基づく各種支援について、要件を緩和するなど被災
者の実質的な救済の拡大を図ること。
・ 被災者生活再建支援法に基づく支援金の支給額を大幅に引き上げ
ること。
・ 被災住民の身体的・精神的な健康の維持及び確保について、医療
体制の充実、要介護者支援、感染症予防のための生活環境・衛生対
策の支援を行うこと。

（３）雇用対策等
震災により職や生計の途を失った方の生活再建に向け、復旧・復
興事業等での雇用機会の創出に特段の取り組みを行うこと。

２．宅地・地盤災害
・ 地震による大規模な地盤沈下により恒常的に冠水が発生する地域
について、土地所有者への補償、整備方針の早期策定、国による買
取等を検討すること。
・ 丘陵部の造成団地で発生している法面の崩落や地すべり被害は、
宅地所有者個人の資力では対応が不可能なものが多いことから、復
旧・再整備のための新たな制度の創設や現行の公共事業の採択要件
の大幅な緩和を図るとともに、国において全面的な財政支援を行う
こと。
・ 住宅の被害を基準として支援を行う現在の被災者生活再建支援制
度や災害援護資金貸付制度を拡充し、宅地被害についても同様に資
金的な支援策を講じること。
・ 避難所等において土砂災害等の二次災害から守るための安全確保
対策を講じること。

３．災害廃棄物等の処理
・ がれきや被災自動車等の災害廃棄物に係る撤去費用は、土地（海、
河川、湖沼等を含む）の管理・所有形態にかかわらず、沿岸部・内
陸部を通じて全額国の負担とすること。
・ 国において、がれき等の仮置き場の整備について、国有地の提供
や技術的な支援を行うとともに、仮置き場の原状回復費用は全額国
の負担とすること。
・ がれき等の早期処理のため、必要な人員の確保及び法的問題につ
いての対応体制の整備など、総合的な支援を行うこと。

４．公共、公益施設など生活産業基盤の復旧、再建
・ 道路・橋梁・港湾・空港・堤防等の公共土木施設について、早期
復旧を図るとともに、電気・ガス・水道等のライフラインや、漁港
とその関連施設等について、早期復旧に最大限の支援を行うこと。
また、離島地域の産業・生活基盤の早期復旧に向けて、より一層の
支援の強化を図ること。
・ 小中学校等の文教施設、社会福祉施設及び医療施設について、早
期復旧に向けた支援を強力に講じること。その間における仮設校舎
等の設置についても同様とすること。
・ 災害復旧工事を迅速かつ強力に推進するため、国庫補助率の大幅
な引き上げや補助対象経費の拡大、災害査定、補助申請事務の大幅
な簡素化を図るとともに、耐震構造の採用についても災害復旧事業
の対象とすること。
・ 新たな交付金制度の導入など、被災地が実情に応じた迅速で柔軟
な災害復旧を行うことのできるよう整備すること。

５．地域産業の復興に向けた支援
・ 津波によって浸水や表土の流失等の被害を受けた農地は、塩害等
で相当期間の作付けが不能とされ、また、排水機場や水路等の施設
被害も甚大なことから、早期復旧と農業従事者の生活再建に向け、
技術的支援も含めた十分な財政支援を行うこと。
・ 船舶の確保や漁業資材の購入に対する助成、養殖施設、水産加工
施設の早期復旧に向けた助成等、水産業の再建に向けた強力な支援
を行うこと。
・ 地域の中小企業の支援のため、震災で直接的な被害を受けた事業
者だけでなく、地域経済の停滞により間接的な被害を受けている事
業者も対象に含め、新たな補助制度の創設や金融・税制上の特別措
置を講じるなど、強力な援助を実施すること。
・ 被災した商店街をはじめとする商工業施設、観光施設等の早急な
復旧が可能となるよう、復旧支援制度の創設や金融支援について十
分に配慮すること。

６．新たなまちづくりに向けた支援
・ 被災地域の復旧・復興に向け、国土のグランドデザインと明確な
ビジョンを示すとともに、地域の実情に応じた柔軟な施策の実施が
可能となるよう、十分な規制緩和等の措置を講ずること。また、被
災自治体に対し、省庁の枠組みを超えた総合的な財政支援の施策を
講じること。
・ 東日本大震災復興のための特別措置法策定に当たっては、地方の
意見を十分に踏まえ、実効性のあるものとするとともに、早期の成
立に向けて積極的に取り組むこと。
・ 被災地域の特性に応じて自治体が策定する復興計画について、計
画推進のための支援を適時・適切に行うこと。
・ 地方交付税の増額、地方債の発行に対する財政的支援措置ととも
に、集団移転に対する支援制度の創設や拡充、合併自治体における
合併特例債適用期間の延長など、被災地域の実情に応じた各般の財
政支援を強力に講じること。
以上決議する。
平成２３年６月１５日

全国市議会議長会

原子力発電所事故の早期収束及び再発防止に関する決議
東日本大震災により、東京電力福島第一原子力発電所では重大な事故
が発生し、３か月が経過した現在も原子炉の冷却が正常に行われない等、
原発立地地域の住民をはじめ国民に大きな不安を与えている。
放射線の影響による立ち入り規制のため、周辺住民は避難所生活を余
儀なくされ、児童生徒等の屋外における活動が制限された地域もある。
農産物や海産物の出荷停止や摂取制限等により、農業・漁業従事者の
生活基盤は奪われ、さらに風評被害は観光産業へも大きな影響を及ぼす
など、地域経済の落ち込みに拍車をかけており、これらの一刻も早い収
束が急務である。
また、このような事故は二度と起こってはならないことから、事業者
及び国の初期対応を含め事故発生及び拡大に至った原因や、地域住民、
国民に対する情報提供のあり方を検証し、「想定外の過酷事故」にも対
処できるよう原子力発電に関する安全体制を厳しく見直すとともに、原
子力災害については国が責任を持って対応する方針を確立していくこと
が重要である。
よって、国においては、下記事項を実現するよう強く要請する。

記
１．今回の事故は国全体に関わることから、原子力災害への対応にすべ
ての責任を有する国は、責任を持って事態の早期収束に全力で取り組
むこと。
２．原発周辺地域住民の健康管理対策に速やかに取り組むとともに、国
民の不安払拭に繋がることから、事故の原因、現状と対策、近隣住民
や児童生徒等に与える影響等について、必要な調査を継続実施し、迅
速に公開するなど、不安解消に最善を尽くすこと。
３．避難指示地域等の住民の生活基盤確保が必要となることから、住宅
確保や雇用安定のための施策を早急に実施するとともに、避難対策や
住民不安解消対策、防災資機材の整備等、自治体の財政負担に対し、
国が財政措置を講じること。
４．放射性物質の検出により出荷停止指示を受けている農業、漁業従事
者の生活安定のために、十分な経済的支援を行うこと。また、風評被
害により、農産物、海産物、観光産業等に大きな影響が生じ、地域経
済の沈下が起きていることから、風評被害に対する補償を行うととも
に、国において客観的・科学的なデータを国内外に説明し、風評被害
の防止に努めること。
５．原子力災害に至った徹底的な原因究明と情報開示、安全指針の抜本
的な見直し、再発防止策の実施を早期に行い、全国の原子力発電所の
安全確保に万全を期すこと。
以上決議する。
平成２３年６月１５日

全国市議会議長会

地方議会の権能強化に関する決議
地方議会が住民の負託に応え、その機能を十分に発揮していくために
は、議会の自主性・自律性を高め、各議会が地域の実情に応じ、自らの
判断により権能を行使できる「強い議会」の構築が不可欠であり、その
ため、本会はこれまで、議会活動を制約している法令上の諸規定を見直
すことを強く求めてきた。
総務省は、本年１月に「地方自治法抜本改正についての考え方」を示
し、地方公共団体の基本構造のあり方等については、引き続き検討する
とする一方、長が臨時会の招集義務を果たさない場合など当面早急に改
善すべき事項等については、速やかに制度化を図るとしたが、この当面
早急に改善すべき事項についての地方自治法の一部改正法案は、未だ国
会提出がなされていない状況にある。
よって、国においては、当面早急に改善すべき事項について速やかに
法改正を行うとともに、引き続き、更なる地方議会の権能強化を図るた
めの法改正を行うよう強く求める。

記
１．当面早急に改善すべき事項に係る地方自治法の改正
「地方自治法抜本改正についての考え方」で、速やかに制度化を図
るとされている下記事項について、早急に法改正を行うこと。
（１）議長等の臨時会の招集請求に対して長が招集しないときは、議長

が臨時会を招集することができることとすること。
（２）副知事及び副市町村長の選任を専決処分の対象から除外すること。
（３）条例・予算の専決処分について議会が不承認としたときは、長は

条例改正案の提出、補正予算の提出など必要な措置を講じなけれ
ばならないこととすること。

（４）長は、条例の送付を受けた日から２０日以内に再議に付す等の措置
を講ずる場合を除き、当該条例の公布を行わなければならないこ
ととすること。

２．更なる地方議会の権能強化
今後の地方自治法の抜本改正においては、本会がかねてから求めて
きた下記事項について、その実現を図ること。
（１）地方議会議員の職責・職務について地方自治法に規定するなど、

地方議会議員の法的な位置付けを明確にすること。
（２）議長に議会招集権を付与すること。
（３）議会の予算修正権を全面的に認めることとし、地方自治法第９７条

第２項ただし書の制限規定を削除すること。
（４）議長に議会費予算執行権を付与すること。
以上、決議する。
平成２３年６月１５日

全国市議会議長会

地方税財源の充実強化に関する決議
平成２３年３月１１日の東日本大震災により、東日本の太平洋沿岸部は壊
滅的被害を受け、加えて福島第一原子力発電所の事故により、我が国の
社会経済は深刻な状況に陥っている。現在、被災地の復旧・復興と日本
の再生に向け、国・地方を挙げた取組みが行われているところであるが、
被災地はもとより、地方全体においても、危機的な財政状況が更に悪化
することが懸念される。
一方、政府は去る６月２日に、社会保障改革の具体的方向について「社
会保障改革案」として取りまとめ、今月下旬に正式決定する予定として
いるが、この改革案では地方自治体が実施している社会保障に係る単独
事業について配慮が欠けていると言わざるを得ない。これら単独事業の
財源については、自治体の課税自主権の拡大による財源確保で調達する
ことを検討する旨の記述があるが、これを単独事業の財源とすることは
現実的ではなく、これら単独事業の財源についても、地方消費税をはじ
めとする地方税財源で確実に保障することが必要である。
今後も基礎自治体としての市が、地域住民のニーズに応え、福祉、教
育などの市民生活に欠かすことのできない行政サービスを提供し、地域
の活性化を図っていくためには、持続的かつ安定的な行財政運営が可能
となる地方税財源の充実強化が不可欠である。
よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く求める。

記
１．地方交付税の増額による地方一般財源総額の確保
地方財政計画に、社会保障関連経費の自然増など増嵩する地方の財
政需要を的確に反映することにより、地方交付税を増額し、地方一般
財源総額を確保すること。
２．社会保障改革における地方財源の確保
社会保障と税の一体改革に当たっては、社会保障の多くを地方自治
体が運営・給付しており、相当量の単独事業も実施していることから、
国・地方を含めた社会保障サービス全体の額について検討を行うとと
もに、地方自治体の単独事業の財源についても、地方消費税をはじめ
とする地方税財源で確実に保障することにより、地方自治体の社会保
障負担に対する安定的な財源を確保すること。
以上、決議する。
平成２３年６月１５日

全国市議会議長会

（３） 平成２３年７月５日 第１８０１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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第
８７
回
定
期
総
会
の
開
催
に
あ

た
り
一
言
挨
拶
申
し
上
げ
ま
す
。

こ
の
た
び
の
東
日
本
大
震
災
に

よ
り
、
市
議
会
議
員
の
方
々
も
含

め
、
多
く
の
尊
い
命
が
失
わ
れ
ま

し
た
。
亡
く
な
ら
れ
た
方
々
に
深

く
哀
悼
の
意
を
表
す
と
と
も
に
、

遺
族
に
お
悔
や
み
を
申
し
上
げ
ま

す
。
ま
た
、
被
災
さ
れ
た
方
々
に

心
か
ら
お
見
舞
い
を
申
し
上
げ
ま

す
。未

曽
有
の
災
害
に
直
面
し
、
市

議
会
議
員
の
皆
様
に
は
様
々
な
形

で
支
援
、
協
力
い
た
だ
き
ま
し

た
。
被
災
地
で
は
、
多
く
の
市
議

会
議
員
の
方
々
が
自
ら
も
被
災
さ

れ
た
中
、
被
災
者
の
救
援
・
支
援

活
動
に
尽
力
さ
れ
ま
し
た
。
ま

た
、
全
国
市
議
会
議
長
会
で
は
、

震
災
発
生
直
後
に
支
援
本
部
を
設

置
し
、
義
援
金
の
募
集
や
被
災
地

域
の
要
望
の
取
り
ま
と
め
な
ど
を

し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
こ
の
よ

う
な
献
身
的
な
労
苦
に
対
し
、
心

か
ら
敬
意
を
表
し
ま
す
。

政
府
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
全

国
市
議
会
議
長
会
か
ら
要
請
の
あ

り
ま
し
た
被
災
者
救
援
の
強
化
、

生
活
再
建
の
支
援
、
ラ
イ
フ
ラ
イ

ン
等
の
早
期
復
旧
、
そ
し
て
、
原

子
力
災
害
対
策
を
含
め
、
震
災
対

策
、
原
子
力
事
故
対
策
に
全
力
を

挙
げ
て
対
処
し
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
り
ま
す
。

一
方
、
震
災
発
生
前
か
ら
我
が

国
が
直
面
し
て
い
た
課
題
の
解
決

も
進
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

そ
の
大
き
な
柱
が
、
地
域
主
権
改

革
の
推
進
で
す
。
去
る
４
月
２８
日

に
い
わ
ゆ
る
地
域
主
権
改
革
関
連

三
法
が
成
立
い
た
し
ま
し
た
。
こ

れ
に
よ
り
、
国
と
地
方
の
協
議
の

場
が
法
制
化
さ
れ
る
と
と
も
に
、

議
会
の
議
決
事
件
の
範
囲
が
拡
大

さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
ま

た
、
今
年
度
、
都
道
府
県
を
対
象

に
実
施
さ
れ
た
ひ
も
付
き
補
助
金

の
一
括
交
付
金
化
も
、
来
年
度
は

市
町
村
に
拡
大
す
る
方
針
で
す
。

こ
う
し
た
改
革
が
実
を
結
ぶ
た

め
に
は
、
住
民
に
最
も
身
近
な
存

在
で
あ
る
基
礎
自
治
体
の
役
割
が

大
変
重
要
で
す
。
皆
様
に
お
か
れ

ま
し
て
は
、
市
の
行
政
サ
ー
ビ
ス

が
住
民
の
要
望
を
適
切
に
反
映
し

て
執
行
さ
れ
る
よ
う
、
住
民
の
代

表
と
し
て
一
層
活
躍
さ
れ
ま
す
こ

と
を
期
待
し
て
お
り
ま
す
。

結
び
に
、
全
国
市
議
会
議
長
会

の
今
後
の
ま
す
ま
す
の
発
展
と
本

日
列
席
の
皆
様
の
健
勝
を
祈
念
致

し
ま
し
て
、
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
す
。

（
要
約
）

今
、
国
と
地
方
と
の
間
で
様
々

な
問
題
が
あ
り
ま
し
て
、
そ
の
１

つ
が
社
会
保
障
と
税
の
改
革
で
あ

り
ま
す
。
率
直
に
申
し
上
げ
ま
し

て
、
こ
れ
ま
で
政
府
の
中
で
進
め

て
ま
い
り
ま
し
た
こ
の
検
討
に
つ

い
て
は
、
社
会
保
障
を
担
い
重
要

な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
自
治
体

の
意
見
を
ほ
と
ん
ど
反
映
し
て
い

ま
せ
ん
。
こ
れ
は
、
た
だ
さ
ね
ば

な
ら
な
い
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

年
金
を
除
く
医
療
、
介
護
、
子

育
て
、
障
害
者
福
祉
、
万
般
に
わ

た
り
担
っ
て
い
る
の
は
自
治
体
で

す
。
自
治
体
が
、
こ
れ
か
ら
も
住

民
の
た
め
に
必
要
な
社
会
保
障
を

実
施
し
て
い
く
。
そ
の
実
施
に
あ

た
り
必
要
な
財
源
は
、
当
然
確
保

し
な
け
れ
ば
な
ら
い
。
そ
う
い
う

視
点
を
欠
い
た
社
会
保
障
と
税
の

一
体
改
革
で
は
、
到
底
皆
さ
ん
に

受
け
入
れ
ら
れ
る
も
の
で
な
く
、

ま
し
て
皆
さ
ん
方
が
日
々
接
し
て

い
る
住
民
の
皆
さ
ん
に
受
け
入
れ

ら
れ
る
も
の
で
は
な
い
と
、
私
は

確
信
し
て
お
り
ま
す
。
ち
ょ
う
ど

今
、
最
終
局
面
を
迎
え
て
お
り
ま

す
の
で
、
ど
う
か
皆
さ
ん
も
率
直

な
意
見
を
出
し
い
た
だ
け
れ
ば
と

思
い
ま
す
。

現
政
権
で
は
、
地
域
の
こ
と
は

地
域
で
決
め
る
と
い
う
基
本
方
針

の
下
、
様
々
な
制
度
改
革
を
目
指

し
て
い
ま
す
。
特
に
こ
れ
か
ら
議

会
が
非
常
に
重
要
な
役
割
を
果
た

す
時
代
に
な
り
ま
す
。
住
民
の
意

見
を
集
約
し
、
必
要
な
こ
と
に
つ

い
て
立
法
を
通
じ
て
執
行
部
へ
命

ず
る
。
執
行
部
が
、
立
法
さ
れ
た

定
め
に
基
づ
い
て
執
行
し
て
い
る

か
議
会
が
チ
ェ
ッ
ク
す
る
、
こ
う

い
う
議
会
が
中
心
に
な
る
時
代
で

あ
り
ま
す
の
で
、
議
会
の
役
割
を

こ
れ
ま
で
以
上
に
大
き
く
し
質
を

高
め
る
こ
と
、
こ
れ
が
中
心
に
な

る
と
思
い
ま
す
が
、
そ
う
い
う
必

要
な
改
正
を
し
て
い
こ
う
と
考
え

て
お
り
ま
す
。
新
し
く
法
律
で
成

立
し
ま
し
た
国
と
地
方
の
協
議
の

場
と
い
う
、
こ
う
い
う
せ
っ
か
く

の
場
を
通
じ
ま
し
て
、
議
論
を
進

め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま

す
。

（
要
約
）

東東
日日
本本
大大
震震
災災
のの
本本
会会
対対
応応
にに
感感
謝謝

〔
祝
辞
〕
内
閣
総
理
大
臣

菅

直

人

（
福
山
哲
郎
・
内
閣
官
房
副
長
官
代
読
）

社社
会会
保保
障障
とと
税税
のの
改改
革革
でで
地地
方方
にに
配配
慮慮

〔
祝
辞
〕
総
務
大
臣

片

山

善

博

第１８０１号 平成２３年７月５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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国
会
は
残
り
１
週
間
と
い
う
こ

と
に
な
り
ま
し
た
が
、
や
ら
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
多
く
の
こ
と
が
あ

り
ま
す
。
そ
の
非
常
に
大
き
な
１

つ
は
、
特
例
公
債
法
の
成
立
と
い

う
こ
と
で
あ
り
ま
す
。

公
債
法
は
、
承
知
の
よ
う
に
、

予
算
本
体
と
表
裏
一
体
の
関
係
法

で
ご
ざ
い
ま
し
て
、
成
立
し
て
い

な
い
こ
と
自
体
が
異
常
で
す
。
予

算
の
財
源
の
４
割
を
占
め
て
お
り

ま
す
。
成
立
し
な
け
れ
ば
、
こ
れ

は
も
う
大
変
な
事
態
と
な
り
ま

す
。
震
災
関
連
だ
け
と
っ
て
も
、

災
害
救
助
費
あ
る
い
は
自
衛
隊
や

海
上
保
安
庁
の
皆
様
方
の
活
動
経

費
や
人
件
費
、
あ
る
い
は
地
方
交

付
税
な
ど
が
含
ま
れ
て
お
り
ま
し

て
、
１
日
も
早
い
成
立
が
必
要
な

状
況
に
あ
り
ま
す
。

佐
々
木
毅
・
元
東
大
総
長
は
現

在
の
国
会
に
つ
い
て
、
こ
う
述
べ

て
い
ま
す
。
「
少
し
の
協
力
と
妥

協
が
あ
れ
ば
話
は
済
む
は
ず
な
の

に
、
ね
じ
れ
の
た
め
に
、
対
立
の

た
め
の
対
立
を
自
作
自
演
し
て
い

る
。
今
日
の
政
党
政
治
の
劣
悪
さ

が
露
呈
し
て
い
る
」
と
、
大
変
厳

し
く
批
判
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
批

判
さ
れ
る
よ
う
な
状
況
に
あ
る
の

が
大
変
残
念
で
な
り
ま
せ
ん
。

さ
ら
に
、
復
興
財
源
を
ど
う
す

る
か
と
、
大
切
な
点
が
議
論
さ
れ

て
い
ま
せ
ん
。
復
興
会
議
で
は
先

日
、
復
興
財
源
は
今
の
世
代
で
確

保
し
て
、
国
債
を
発
行
す
る
場
合

に
は
、
償
還
財
源
は
基
幹
税
中

心
、
所
得
税
、
法
人
税
、
所
得
税

で
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
か
と
思

い
ま
す
。
他
方
、
税
・
社
会
保
障

改
革
の
原
案
の
中
に
、
地
方
自
治

体
に
は
独
自
の
財
源
の
確
保
が
必

要
だ
と
い
う
こ
と
が
書
い
て
あ
り

ま
し
た
。
し
か
し
、
そ
の
先
を
読

む
と
、
消
費
税
に
つ
い
て
は
、
地

方
へ
の
配
分
が
想
定
さ
れ
て
い
な

い
と
い
う
、
こ
れ
は
非
常
に
大
き

な
問
題
で
す
。

私
も
地
方
自
治
体
で
仕
事
を
し

た
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、
消
費

税
は
非
常
に
大
き
な
財
源
だ
と
理

解
し
て
い
ま
す
。
特
に
地
方
の
き

め
細
か
い
単
独
事
業
が
社
会
福
祉

や
、
あ
る
い
は
地
域
医
療
に
貢
献

し
て
い
る
わ
け
で
し
て
、
地
方
へ

の
配
分
は
当
然
の
こ
と
で
あ
り
ま

す
。
こ
の
こ
と
は
、
し
っ
か
り
私

ど
も
も
努
力
し
て
い
か
な
け
れ
ば

い
け
な
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

つ
ま
り
国
会
と
し
て
は
、
復
興

財
源
や
社
会
保
障
財
源
を
ど
う
す

る
か
、
各
党
の
間
で
十
分
な
議
論

の
上
に
結
論
を
出
す
必
要
が
あ
る

わ
け
で
す
。
ま
た
、
今
日
の
原
子

力
発
電
所
の
事
故
に
か
ん
が
み
、

日
本
の
今
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
ど

う
す
る
か
、
原
子
力
発
電
所
を
含

め
て
方
向
性
を
は
っ
き
り
さ
せ
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
う
い
う

課
題
も
未
だ
、
こ
れ
か
ら
の
課
題

と
な
っ
て
い
る
わ
け
で
す
。
そ
の

上
、
震
災
対
策
で
い
い
ま
す
と
、

何
と
し
て
も
や
っ
ぱ
り
急
が
れ
る

の
は
、
が
れ
き
の
撤
去
と
な
り
ま

す
。
そ
の
た
め
に
は
、
最
終
処
分

地
を
確
保
す
る
、
こ
れ
は
地
方
自

治
体
に
も
努
力
を
お
願
い
し
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

分
別
収
集
に
つ
い
て
、
県
と
市
町

村
の
調
整
な
ど
が
必
要
と
な
り
ま

す
。
予
算
は
４
０
０
０
億
円
が
措

置
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
す
か
ら
、

も
っ
と
国
が
直
接
に
責
任
を
持
っ

て
対
応
し
て
い
か
な
け
れ
ば
い
け

な
い
と
、
こ
う
思
い
ま
す
。

そ
し
て
ま
た
、
費
用
に
つ
い
て

も
、
各
地
方
か
ら
一
括
交
付
金
に

し
て
ほ
し
い
と
い
う
要
望
を
い
た

だ
い
て
お
り
ま
す
。
チ
ェ
ッ
ク
は

事
後
チ
ェ
ッ
ク
で
も
い
い
で
し
ょ

う
。
費
用
に
つ
い
て
も
、
こ
の
点

は
二
次
補
正
で
の
対
応
が
必
要
に

な
る
だ
ろ
う
と
思
い
ま
す
。

被
災
地
の
復
興
と
、
そ
し
て
全

国
各
地
で
も
、
も
う
一
度
震
災
対

策
を
基
本
か
ら
見
直
し
て
い
か
な

け
れ
ば
い
け
な
い
と
。
そ
し
て
、

い
ず
れ
も
こ
れ
は
住
民
の
皆
さ
ん

と
の
話
し
合
い
が
大
切
で
あ
り
ま

す
。
そ
れ
は
市
町
村
の
仕
事
に
な

り
ま
す
。
ぜ
ひ
議
会
も
行
政
と
と

も
に
、
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

の
た
め
に
、
今
後
と
も
頑
張
っ
て

い
た
だ
き
た
い
と
存
じ
ま
す
。

本
大
会
の
成
功
を
心
か
ら
祈
念

致
し
ま
し
て
、
一
言
最
近
の
国
会

の
状
況
の
報
告
を
あ
わ
せ
て
お
話

し
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
あ

り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。（
要
約
）

全
国
市
議
会
議
長
会
第
８７
回
定

期
総
会
が
盛
会
の
う
ち
に
開
会
さ

れ
ま
す
こ
と
を
心
か
ら
お
喜
び
申

し
上
げ
ま
す
。
本
来
で
あ
れ
ば
出

席
し
て
ご
挨
拶
を
申
し
上
げ
る
べ

き
と
こ
ろ
、
本
日
は
参
議
院
本
会

議
の
た
め
出
席
が
か
な
わ
ず
、
残

念
で
ご
ざ
い
ま
す
。

市
議
会
議
長
の
皆
様
に
お
か
れ

ま
し
て
は
、
民
主
主
義
の
原
点
で

あ
る
市
議
会
運
営
の
重
責
を
担

い
、
地
方
自
治
の
発
展
と
住
民
福

祉
の
向
上
の
た
め
、
日
々
ご
尽
力

さ
れ
て
お
り
ま
す
。
東
日
本
大
震

災
の
被
災
者
支
援
、
被
災
地
の
復

興
に
つ
き
ま
し
て
は
、
並
々
な
ら

ぬ
ご
努
力
を
い
た
だ
い
て
お
り
、

こ
こ
に
改
め
て
深
く
敬
意
を
表
す

る
次
第
で
す
。

今
国
会
に
お
い
て
、
地
域
の
自

主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め

の
関
連
三
法
が
成
立
し
、
法
令
に

定
め
ら
れ
た
基
準
等
の
枠
づ
け
の

条
例
へ
の
委
任
、
国
と
地
方
の
協

議
の
場
の
法
制
化
等
が
実
現
す
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
こ
う
し
た

中
で
、
真
の
分
権
型
社
会
の
実
現

に
向
け
、
地
域
住
民
に
最
も
近
い

議
会
で
あ
る
市
議
会
の
皆
様
の
役

割
は
、
何
よ
り
も
重
要
な
も
の
と

な
っ
て
お
り
ま
す
。

今
後
と
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の
市
が

個
性
あ
る
行
政
主
体
と
し
て
発
展

す
る
た
め
、
地
域
住
民
の
代
表
と

し
て
の
役
割
を
い
か
ん
な
く
発
揮

さ
れ
ま
す
よ
う
、
期
待
し
て
や
み

ま
せ
ん
。

本
日
栄
え
あ
る
表
彰
を
受
け
ら

れ
ま
す
方
々
に
心
か
ら
の
祝
意
を

表
し
ま
す
と
と
も
に
、
全
国
市
議

会
議
長
会
の
ま
す
ま
す
の
ご
発
展

を
心
よ
り
祈
念
申
し
上
げ
ま
し

て
、
祝
辞
と
致
し
ま
す
。

平
成
２３
年
６
月
１５
日

参
議
院
議
長

西
岡
武
夫

きき
めめ
細細
かか
いい
単単
独独
事事
業業
がが
地地
域域
にに
貢貢
献献

〔
祝
辞
〕
衆
議
院
議
長

横

路

孝

弘

住
民
を
代
表
し
て
役
割
発
揮
を

参
議
院
議
長
メ
ッ
セ
ー
ジ

（５） 平成２３年７月５日 第１８０１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

����������

本
委
員
会
は
、
こ
の
１
年
間
、

所
管
事
項
で
あ
る
地
域
主
権
改
革

の
推
進
や
地
方
議
会
の
権
能
強

化
、
消
防
・
治
安
対
策
等
の
充
実

の
実
現
に
向
け
、
委
員
会
を
開
催

し
、
政
府
・
国
会
等
へ
の
要
請
活

動
を
展
開
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。

ま
ず
、
地
域
主
権
改
革
の
推
進

に
つ
い
て
で
す
が
、
本
委
員
会

は
、
地
域
主
権
改
革
関
連
三
法
案

の
早
期
成
立
、
さ
ら
な
る
義
務
付

け
・
枠
付
け
の
見
直
し
及
び
都
道

府
県
か
ら
市
へ
の
権
限
移
譲
な
ど

を
求
め
て
ま
い
り
ま
し
た
。

こ
の
う
ち
、
地
域
主
権
改
革
関

連
三
法
案
に
つ
い
て
は
、
４
月
２８

日
に
成
立
、
５
月
２
日
に
交
付
さ

れ
て
お
り
ま
す
。

三
法
案
成
立
に
よ
り
、
本
会
を

は
じ
め
地
方
六
団
体
が
長
年
に
わ

た
り
求
め
て
ま
い
り
ま
し
た
「
国

と
地
方
の
協
議
の
場
の
法
制
化
」

や
「
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直

し
」
が
実
現
い
た
し
ま
し
た
。

な
お
、
今
通
常
国
会
に
は
、
義

務
付
け
・
枠
付
け
の
第
二
次
見
直

し
分
と
都
道
府
県
か
ら
基
礎
自
治

体
へ
の
権
限
移
譲
を
内
容
と
す
る

第
二
次
一
括
法
案
が
提
出
さ
れ
て

お
り
ま
す
。
こ
の
法
律
の
早
期
成

立
と
更
な
る
改
革
の
推
進
を
要
請

し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て

お
り
ま
す
。

次
に
、
地
方
議
会
の
権
能
強
化

で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
地
方
議
会
が

住
民
の
負
託
に
応
え
、
議
会
本
来

の
機
能
を
十
分
に
発
揮
し
て
い
く

た
め
、
更
な
る
地
方
議
会
の
権
能

強
化
に
つ
い
て
、
要
望
し
て
ま
い

り
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
地
域
主
権
改
革
関

連
三
法
の
一
つ
と
し
て
地
方
自
治

法
の
一
部
が
改
正
さ
れ
、
議
決
事

件
の
範
囲
の
拡
大
が
図
ら
れ
た
と

こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。

ま
た
、
総
務
省
に
設
置
さ
れ
て

お
り
ま
す
地
方
行
財
政
検
討
会
議

に
お
い
て
地
方
自
治
法
の
抜
本
改

正
に
つ
い
て
検
討
が
行
わ
れ
、
去

る
１
月
に
は
、
総
務
省
と
し
て
、

長
が
臨
時
会
の
招
集
義
務
を
果
た

さ
な
い
場
合
の
議
長
へ
の
招
集
権

の
付
与
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
「
地

方
自
治
法
抜
本
改
正
に
つ
い
て
の

考
え
方
」
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

次
に
、
基
地
対
策
関
係
予
算
の

確
保
に
つ
い
て
で
ご
ざ
い
ま
す
。

ま
ず
、
総
務
省
所
管
の
基
地
交

付
金
・
調
整
交
付
金
に
つ
き
ま
し

て
は
、
削
減
が
危
惧
さ
れ
た
と
こ

ろ
で
あ
り
ま
し
た
が
、
結
果
と
し

て
、
対
前
年
度
同
額
の
３
３
５
億

円
余
が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
防
衛
省
所
管
の
「
基
地

周
辺
対
策
経
費
」
に
つ
き
ま
し
て

は
、
対
前
年
度
比
６
億
円
増
の
１

１
８
５
億
円
が
確
保
さ
れ
る
と
と

も
に
、
特
定
防
衛
施
設
周
辺
整
備

調
整
交
付
金
の
使
途
が
拡
大
さ
れ

た
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。

第
８７
回
定
期
総
会
に
お
い
て
、
地
方
行
政
、
地
方
財
政
、
社
会
文

教
、
産
業
経
済
、
建
設
運
輸
、
国
会
対
策
、
地
域
主
権
に
関
す
る
調

査
特
別
の
７
委
員
会
の
代
表
が
報
告
し
た
１
年
間
の
活
動
経
過
や
要

望
結
果
の
要
旨
を
６
面
か
ら
９
面
に
か
け
て
掲
載
し
ま
す
。

ま
ず
、
平
成
２３
年
度
地
方
財
政

対
策
に
つ
き
ま
し
て
は
、
地
方
の

社
会
保
障
関
係
費
の
増
加
を
適
切

に
反
映
す
る
と
と
も
に
、
安
定
的

な
財
政
運
営
に
必
要
と
な
る
一
般

財
源
の
総
額
に
つ
い
て
は
、
実
質

的
に
平
成
２２
年
度
の
水
準
を
下
回

ら
な
い
よ
う
確
保
す
る
こ
と
を
基

本
と
し
て
、
引
き
続
き
生
ず
る
こ

と
と
な
っ
た
大
幅
な
財
源
不
足
に

つ
い
て
は
、
地
方
財
政
の
運
営

上
、
支
障
が
生
じ
な
い
よ
う
適
切

な
補
て
ん
措
置
が
な
さ
れ
た
結

果
、
地
方
財
政
計
画
の
規
模
は
、

前
年
度
比
０
・
５
％
増
の
８２
・
５

兆
円
と
さ
れ
ま
し
た
。

特
に
、
本
委
員
会
の
最
重
点
要

望
事
項
で
あ
る
、
地
方
交
付
税
の

増
額
に
よ
る
地
方
一
般
財
源
総
額

の
確
保
に
つ
き
ま
し
て
は
、
地
方

交
付
税
が
出
口
ベ
ー
ス
で
前
年
度

比
２
・
８
％
増
の
１７
・
４
兆
円
と

４
年
連
続
の
増
額
確
保
と
さ
れ
ま

し
た
。
ま
た
、
地
方
一
般
財
源
総

額
は
、
前
年
度
比
０
・
１
％
増
の

５９
・
５
兆
円
が
確
保
さ
れ
た
と
こ

ろ
で
あ
り
ま
す
。

な
お
、
東
日
本
大
震
災
に
係
る

特
別
の
財
政
需
要
に
対
応
す
る
た

め
、
特
別
交
付
税
が
１
２
０
０
億

円
増
額
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
子
ど
も
手
当
に
つ
い
て

は
、
い
わ
ゆ
る
「
つ
な
ぎ
法
」
に

よ
り
、
平
成
２２
年
度
の
仕
組
み
が

本
年
９
月
ま
で
存
続
し
て
い
る
状

況
に
あ
り
ま
す
が
、
今
後
の
子
ど

も
手
当
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、

現
在
、
各
党
で
検
討
が
進
め
ら
れ

て
い
る
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。

次
に
、
税
制
改
正
に
つ
い
て
で

ご
ざ
い
ま
す
。
平
成
２３
年
度
税
制

改
正
大
綱
に
お
い
て
、
国
税
と
地

方
税
を
合
わ
せ
た
法
人
実
効
税
率

が
５
％
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
も
の
の
、
全
体
と
し
て
地

方
の
税
収
に
極
力
、
影
響
を
与
え

な
い
よ
う
配
慮
さ
れ
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。

な
お
、
平
成
２３
年
度
税
制
改
正

法
案
は
、
現
在
、
国
会
で
審
議
中

の
状
況
に
あ
り
ま
す
。

最
後
に
、
地
方
債
に
つ
い
て
で

ご
ざ
い
ま
す
。
平
成
２３
年
度
地
方

債
計
画
に
お
い
て
、
地
方
財
源
の

不
足
に
対
処
す
る
た
め
の
所
要
額

が
確
保
さ
れ
て
お
り
ま
す
が
、
地

方
財
政
の
健
全
化
を
図
る
観
点
か

ら
、
臨
時
財
政
対
策
債
が
前
年
度

比
２０
・
１
％
減
の
６
・
１
兆
円
余

と
大
幅
に
縮
減
さ
れ
、
地
方
財
政

の
健
全
化
へ
の
第
一
歩
が
示
さ
れ

ま
し
た
。

な
お
、
地
方
自
治
体
が
東
日
本

大
震
災
に
対
す
る
必
要
な
対
策
を

速
や
か
に
講
じ
ら
れ
る
よ
う
、
平

成
２３
年
度
地
方
債
計
画
は
９
８
０

０
億
円
余
、
増
額
改
定
さ
れ
て
お

り
ま
す
。

地
行

地
財

社
文

産
経

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

青青
木木
賢賢
次次

委委
員員

萩萩
市市
議議
長長

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

北北

猛猛
俊俊

副副
委委
員員
長長

富富
良良
野野
市市
議議
長長

各各
委委
員員
会会
のの
報報
告告（（
要要
旨旨
））��

北猛俊・富良野市議長が報告

青木賢次・萩市議長が報告
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本
委
員
会
は
、
医
療
、
保
健
衛

生
、
福
祉
、
少
子
化
対
策
な
ど
、

特
に
住
民
生
活
に
身
近
な
分
野
を

所
管
し
、
こ
れ
ら
施
策
の
充
実
に

向
け
て
要
望
活
動
を
展
開
し
て
ま

い
り
ま
し
た
。

な
か
で
も
、
本
委
員
会
が
喫
緊

の
課
題
と
し
て
位
置
付
け
、
取
り

組
ん
で
ま
い
り
ま
し
た
の
が
、
住

民
の
生
命
と
健
康
を
守
る
地
域
医

療
施
策
の
推
進
で
あ
り
ま
す
。

ご
案
内
の
と
お
り
、
地
域
医
療

を
取
り
巻
く
環
境
は
依
然
と
し
て

厳
し
い
状
況
が
続
い
て
お
り
、
と

り
わ
け
医
師
不
足
や
偏
在
の
問
題

は
深
刻
で
あ
り
、
診
療
科
の
縮
小

・
廃
止
、
さ
ら
に
は
休
止
や
閉
院

に
追
い
込
ま
れ
る
病
院
も
現
れ
て

お
り
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
を
一
刻
も
早
く

改
善
し
、
住
民
が
安
心
し
て
必
要

な
医
療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
医

師
育
成
方
策
の
確
立
や
、
救
急
医

療
体
制
の
確
保
・
充
実
、
そ
し
て

公
立
病
院
へ
の
財
政
支
援
な
ど
を

強
く
求
め
て
ま
い
り
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
医
師
不
足
地
域
の

臨
床
研
修
指
導
医
や
研
修
医
を
確

保
す
る
た
め
、
中
小
病
院
・
診
療

所
が
大
学
病
院
や
都
市
部
の
中
核

病
院
と
連
携
し
て
行
う
、
臨
床
研

修
の
実
施
に
つ
い
て
財
政
支
援
が

行
わ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

医
学
部
入
学
定
員
に
つ
き
ま
し

て
は
、
昨
年
度
に
比
べ
７７
人
増
の

８
９
２
３
人
と
、
緊
急
臨
時
的
な

定
員
増
が
引
き
続
き
認
め
ら
れ
て

お
り
ま
す
。

ま
た
、
公
立
病
院
へ
の
地
方
交

付
税
措
置
で
あ
り
ま
す
が
、
医
師

派
遣
を
受
け
る
こ
と
に
伴
う
所
用

の
経
費
に
対
し
て
、
１
１
２
億
円

の
特
別
交
付
税
措
置
が
創
設
さ
れ

る
な
ど
、
総
額
は
昨
年
度
の
７
１

０
０
億
円
か
ら
２
０
０
億
円
程
度

の
増
額
が
図
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
保
健
衛
生
施
策
に
つ
い

て
で
あ
り
ま
す
。

地
方
か
ら
の
要
請
が
多
い
、
子

宮
頸
が
ん
や
細
菌
性
髄
膜
炎
の
予

防
対
策
等
に
つ
い
て
要
望
し
て
ま

い
り
ま
し
た
が
、
各
自
治
体
が
実

施
す
る
子
宮
頸
が
ん
予
防
ワ
ク
チ

ン
、
ヒ
ブ
ワ
ク
チ
ン
、
小
児
用
肺

炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
事
業
に

対
し
、
基
金
を
設
置
し
て
財
政
支

援
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し

た
。ま

た
、
平
成
２５
年
度
か
ら
導
入

の
予
定
で
あ
り
ま
し
た
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
に
代
わ
る
新
た
な
高

齢
者
医
療
制
度
に
つ
き
ま
し
て

は
、
新
制
度
案
に
対
す
る
与
野
党

や
都
道
府
県
の
反
発
が
強
く
、
１

年
先
送
り
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま

し
た
。

次
に
、
子
ど
も
手
当
に
つ
い
て

で
あ
り
ま
す
が
、
３
歳
未
満
に
２

万
円
を
支
給
す
る
平
成
２３
年
度
法

案
は
撤
回
さ
れ
、
い
わ
ゆ
る
「
つ

な
ぎ
法
」
に
よ
り
、
本
年
９
月
ま

で
昨
年
度
と
同
様
に
支
給
額
１
万

３
０
０
０
円
と
し
、
地
方
負
担
も

継
続
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し

た
。こ

の
ほ
か
、
介
護
保
険
制
度
、

雇
用
対
策
、
環
境
保
全
施
策
、
教

育
施
策
等
に
つ
き
ま
し
て
も
、
そ

の
充
実
強
化
を
要
望
し
て
ま
い
り

ま
し
た
。

本
委
員
会
は
、
農
林
水
産
業
や

中
小
企
業
の
振
興
、
資
源
エ
ネ
ル

ギ
ー
対
策
な
ど
、
市
民
生
活
に
欠

か
せ
な
い
分
野
に
つ
い
て
、
要
望

活
動
を
行
っ
て
ま
い
り
ま
し
た
。

ま
ず
、
農
業
の
分
野
で
ご
ざ
い

ま
す
が
、
食
料
の
安
定
供
給
と
自

給
率
向
上
の
た
め
導
入
さ
れ
ま
し

た
「
戸
別
所
得
補
償
制
度
」
に
つ

き
ま
し
て
、
本
年
度
か
ら
の
本
格

実
施
に
あ
た
り
、
地
域
の
実
情
に

応
じ
た
制
度
設
計
や
所
要
の
財
源

確
保
を
求
め
て
ま
い
り
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
地
域
振
興
作
物
の

生
産
支
援
の
た
め
「
産
地
資
金
」

が
創
設
さ
れ
、
本
年
度
予
算
に
８

０
０
０
億
円
が
確
保
さ
れ
て
お
り

ま
す
。

一
方
、
貿
易
の
自
由
化
な
ど
に

よ
る
加
盟
国
の
経
済
活
性
化
を
目

的
と
し
た
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
・
環
太
平
洋

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
に
つ
き

ま
し
て
は
、
仮
に
参
加
し
た
場

合
、
我
が
国
の
農
業
に
深
刻
な
影

響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
必
至
で
あ
り

ま
す
こ
と
か
ら
、
慎
重
な
対
応
を

強
く
求
め
て
ま
い
り
ま
し
た
。

政
府
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
に
つ
い

て
、
当
初
、
本
年
６
月
に
結
論
を

出
す
こ
と
と
し
て
お
り
ま
し
た

が
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
農
業

等
の
甚
大
な
被
害
な
ど
を
考
慮

し
、
そ
の
判
断
を
先
送
り
し
て
お

り
ま
す
。

次
に
、
林
業
振
興
に
つ
き
ま
し

て
は
新
た
な
林
業
の
担
い
手
づ
く

り
の
た
め
雇
用
機
会
創
出
の
充
実

強
化
等
を
求
め
て
ま
い
り
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
緑
の
雇
用
現
場
技

能
者
育
成
対
策
事
業
が
新
設
さ
れ
、

５５
億
円
が
計
上
さ
れ
ま
し
た
。

そ
し
て
水
産
業
に
お
き
ま
し
て

は
、
水
産
資
源
の
持
続
的
利
用
を

図
る
施
策
の
積
極
的
な
展
開
を
求

め
て
ま
い
り
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

漁
獲
量
管
理
や
漁
場
改
善
に
取
り

組
む
漁
業
者
へ
の
総
合
的
な
所
得

補
償
と
し
て
「
資
源
管
理
・
収
入

安
定
対
策
」
な
ど
に
、
５
１
８
億

円
が
計
上
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

続
い
て
、
農
林
水
産
業
の
共
通

課
題
と
し
て
、
有
害
鳥
獣
や
大
型

ク
ラ
ゲ
に
よ
る
被
害
防
止
対
策
の

強
化
を
求
め
た
結
果
、
鳥
獣
被
害

総
合
対
策
交
付
金
に
１
０
０
億
円

の
緊
急
対
策
枠
が
設
け
ら
れ
侵
入

防
止
柵
の
整
備
等
に
対
す
る
支
援

が
強
化
さ
れ
ま
す
。

中
小
企
業
振
興
に
つ
き
ま
し
て

は
、
特
産
品
開
発
な
ど
地
域
資
源

活
用
へ
の
一
層
の
支
援
を
求
め
て

ま
い
り
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
「
農
商
工
連
携
」

に
引
き
続
き
３１
億
円
が
計
上
さ

れ
、
地
域
の
中
小
企
業
に
よ
る
新

商
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
の
開
発
が
支

援
さ
れ
ま
す
。

最
後
に
、
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
対

策
に
つ
き
ま
し
て
は
、
従
来
よ
り

原
子
力
発
電
所
等
の
安
全
・
防
災

対
策
の
強
化
を
求
め
て
ま
い
り
ま

し
た
が
、
本
年
度
も
例
年
同
様
の

予
算
が
確
保
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

特
に
、
東
日
本
大
震
災
に
よ

り
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
に

重
大
事
故
が
発
生
い
た
し
ま
し
た

こ
と
か
ら
、
原
子
力
発
電
所
等
の

安
全
確
保
を
今
後
、
一
層
強
く
要

望
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え

ま
す
。

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

大大
西西

晁晁

副副
委委
員員
長長

四四
国国
中中
央央
市市
議議
長長

産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

中中
村村

肇肇

委委
員員

東東
近近
江江
市市
議議
長長

大西晁・四国中央市議長が報告

中村肇・東近江市議長が報告

（７） 平成２３年７月５日 第１８０１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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本
委
員
会
は
、
高
速
道
路
を
は

じ
め
各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推

進
、
地
域
の
社
会
資
本
の
構
築
の

ほ
か
、
自
然
災
害
対
策
な
ど
住
民

生
活
の
安
全
・
安
心
の
確
保
に
資

す
る
分
野
を
所
管
し
、
こ
れ
ら
施

策
の
充
実
強
化
を
目
指
し
て
ま
い

り
ま
し
た
。

ま
ず
、
各
種
交
通
基
盤
の
整

備
、
特
に
懸
案
と
な
っ
て
い
ま
す

道
路
整
備
に
つ
い
て
で
あ
り
ま

す
。本

委
員
会
で
は
、
高
速
道
路
を

中
心
と
し
た
高
規
格
幹
線
道
路
網

の
整
備
を
「
国
土
建
設
の
要
」
と

位
置
付
け
、
恒
久
財
源
の
確
保
に

万
全
を
期
す
よ
う
求
め
て
ま
い
り

ま
し
た
。

し
か
し
、
高
速
道
路
に
関
す
る

政
策
に
は
明
確
な
方
向
性
と
建
設

整
備
に
向
け
た
確
た
る
財
源
の
裏

付
け
が
示
さ
れ
て
お
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
高
速
道
路
と
一
体
を
成

す
、
地
域
高
規
格
道
路
の
整
備
に

つ
き
ま
し
て
も
、
本
年
度
予
算
は

マ
イ
ナ
ス
１４
％
と
大
幅
な
減
と
な

っ
て
お
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
下
、
高
速
道

路
の
整
備
は
遅
々
と
し
て
進
ま

ず
、
そ
の
進
捗
率
は
、
４
半
世
紀

前
に
掲
げ
ら
れ
ま
し
た
総
延
長
目

標
１
万
４
０
０
０
㌔
の
７
割
に
と

ど
ま
っ
た
ま
ま
で
あ
り
ま
す
。

そ
の
一
方
で
、
東
日
本
大
震
災

後
、
被
災
地
の
高
速
道
路
の
迅
速

な
応
急
復
旧
に
よ
り
、
緊
急
資
材

の
い
ち
早
い
運
搬
に
非
常
に
大
き

な
効
果
を
発
揮
し
、
文
字
通
り

「
命
の
道
」
と
し
て
の
役
割
を
果

た
し
得
ま
し
た
。

ま
た
、
道
路
関
係
予
算
の
削
減

が
続
く
な
か
、
高
速
道
路
の
未
開

通
区
間
、
い
わ
ゆ
る
ミ
ッ
シ
ン
グ

リ
ン
ク
の
解
消
を
目
指
し
て
、
本

年
度
予
算
に
１
千
７５
億
円
が
計
上

さ
れ
ま
し
た
。

続
い
て
、
我
が
国
の
高
速
輸
送

体
系
の
基
幹
部
分
を
形
成
す
る
新

幹
線
鉄
道
に
つ
き
ま
し
て
、
未
整

備
区
間
の
早
期
着
工
な
ど
を
要
望

し
た
結
果
、
北
陸
新
幹
線
や
北
海

道
新
幹
線
の
整
備
を
重
点
に
、
事

業
費
で
昨
年
度
よ
り
３
５
０
億
円

増
の
３
０
０
０
億
円
が
計
上
さ
れ

て
お
り
ま
す
。

次
に
、
自
然
災
害
対
策
の
推
進

で
あ
り
ま
す
。

近
年
、
我
が
国
各
地
に
お
い
て

局
地
的
な
豪
雨
や
、
台
風
な
ど
に

よ
る
土
砂
災
害
、
水
害
が
多
発
し

て
お
り
ま
す
。

特
に
最
近
、
い
わ
ゆ
る
ゲ
リ
ラ

豪
雨
に
よ
り
、
新
た
な
都
市
型
災

害
が
発
生
し
て
い
る
状
況
を
踏
ま

え
、
治
水
対
策
は
も
と
よ
り
、
財

政
措
置
、
被
災
者
支
援
対
策
の
推

進
を
要
望
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
災
害
対
応
・
危
機

管
理
対
策
に
１
０
０
０
億
円
余
り

が
計
上
さ
れ
る
な
ど
、
被
災
地
支

援
が
強
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て

お
り
ま
す
。

そ
し
て
、
東
日
本
大
震
災
に
よ

る
未
曾
有
の
甚
大
な
被
害
に
つ
き

ま
し
て
は
、
具
体
的
か
つ
総
合
的

な
防
災
対
策
を
早
期
に
講
じ
る
よ

う
、
強
く
訴
え
て
ま
い
る
こ
と
が

必
要
で
あ
り
ま
す
。

６
、
７
面
に
引
き
続
き
、
定
期
総
会
に
お
け
る
各
委
員
会
の
報
告

に
つ
い
て
掲
載
し
ま
す
。

本
委
員
会
は
、
各
部
会
か
ら
推

薦
の
あ
っ
た
９
名
の
委
員
の
方
々

と
、
政
府
関
係
閣
僚
の
地
元
選
挙

区
を
考
慮
し
、
五
本
会
長
か
ら
委

嘱
さ
れ
た
８
名
の
委
員
の
方
々
に

よ
っ
て
構
成
さ
せ
て
い
た
だ
い
て

お
り
、
本
会
の
重
点
要
望
事
項
の

実
現
を
図
る
た
め
、
政
府
・
国
会

等
へ
の
要
望
運
動
を
展
開
し
て
ま

い
り
ま
し
た
。

昨
年
１２
月
２
日
に
は
、
政
府
予

算
編
成
が
本
格
化
す
る
時
機
を
と

ら
え
、
「
地
方
税
財
源
の
充
実
強

化
」
と
し
て
、
地
方
交
付
税
の
増

額
に
よ
る
地
方
一
般
財
源
総
額
の

確
保
、
子
ど
も
手
当
財
源
の
全
額

国
費
負
担
、
ひ
も
付
き
補
助
金
の

一
括
交
付
金
化
に
当
た
っ
て
は
、

個
々
の
地
方
自
治
体
の
安
定
的
な

財
政
運
営
に
十
分
に
配
慮
す
る
こ

と
、
な
ど
の
５
項
目
を
、
ま
た
、

「
地
域
主
権
改
革
の
推
進
」
と
し

て
、
地
域
主
権
改
革
関
連
３
法
案

の
早
期
成
立
、
義
務
付
け
・
枠
付

け
の
見
直
し
と
条
例
制
定
権
の
拡

大
、
及
び
地
方
議
会
の
権
能
強
化

な
ど
の
４
項
目
を
内
容
と
す
る

「
平
成
２３
年
度
地
方
行
財
政
施
策

に
関
す
る
重
点
要
望
」
を
決
定

し
、
要
望
運
動
を
行
い
ま
し
た
。

当
日
は
、
地
方
財
政
委
員
会
の

正
副
委
員
長
さ
ん
と
合
同
で
要
望

運
動
を
行
い
、
細
川
厚
生
労
働
大

臣
、
鈴
木
総
務
副
大
臣
、
城
島
民

主
党
政
策
調
査
会
長
代
理
、
谷
垣

自
民
党
総
裁
、
大
島
自
民
党
副
総

裁
、
小
池
自
民
党
総
務
会
長
、
石

破
自
民
党
政
務
調
査
会
長
、
斉
藤

公
明
党
税
制
調
査
会
長
を
は
じ
め

と
す
る
、
政
府
・
与
野
党
の
要
職

１０
名
の
方
々
に
直
接
面
談
し
、
重

点
要
望
の
善
処
方
を
お
願
い
し
た

と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。

そ
の
結
果
に
つ
き
ま
し
て
は
、

た
だ
今
、
五
本
会
長
さ
ん
を
始

め
、
地
方
財
政
委
員
長
さ
ん
等
か

ら
ご
報
告
が
あ
っ
た
と
お
り
で
ご

ざ
い
ま
す
。

平
成
２３
年
度
の
地
方
行
財
政
施

策
の
実
現
に
つ
き
ま
し
て
は
、
極

め
て
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
で
、

地
方
行
財
政
運
営
に
支
障
が
生
ず

る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
所
要
の
財

政
措
置
が
な
さ
れ
た
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

ま
た
、
地
域
主
権
改
革
関
連
３

法
案
に
つ
き
ま
し
て
は
、
４
月
２８

日
に
成
立
し
、
５
月
２
日
に
公
布

さ
れ
て
お
り
、
地
域
の
自
主
性
及

び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革

の
第
一
歩
で
あ
り
、
更
な
る
地
方

税
財
政
の
充
実
強
化
や
地
方
議
会

権
能
強
化
が
望
ま
れ
る
と
こ
ろ
で

あ
り
ま
す
。

建
運

国
対
地
域
主
権

特
別

委

建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

嵐嵐

等等

副副
委委
員員
長長

越越
前前
市市
議議
長長

国国
会会
対対
策策
委委
員員
会会

伊伊
藤藤
護護
國國

副副
委委
員員
長長

天天
童童
市市
議議
長長

各各
委委
員員
会会
のの
報報
告告（（
要要
旨旨
））��

伊藤護國・天童市議長が報告

嵐等・越前市議長が報告

第１８０１号 平成２３年７月５日 （８）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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本
特
別
委
員
会
は
、
地
域
主
権

改
革
に
関
す
る
調
査
・
検
討
を
行

う
た
め
、
地
方
分
権
改
革
・
道
州

制
調
査
特
別
委
員
会
の
後
継
委
員

会
と
し
て
設
置
さ
れ
ま
し
た
。

本
特
別
委
員
会
は
、
昨
年
の
７

月
、
１１
月
、
本
年
の
１
月
に
委
員

会
を
開
催
し
、
地
域
主
権
改
革
に

関
す
る
本
会
の
意
見
等
に
つ
い
て

協
議
を
重
ね
て
き
ま
し
た
。

特
に
１１
月
の
委
員
会
で
は
、
国

と
地
方
の
協
議
の
場
や
、
総
務
省

に
設
置
さ
れ
た
地
方
行
財
政
検
討

会
議
等
に
お
い
て
、
本
会
と
し
て

主
張
し
て
い
く
事
項
に
つ
い
て
協

議
を
お
願
い
し
、
「
地
域
主
権
改

革
関
連
三
法
案
の
早
期
成
立
」

「
地
方
議
会
の
権
能
強
化
」
な
ど

７
項
目
を
決
定
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
基
づ
き
、
昨
年
１１

月
に
開
催
さ
れ
ま
し
た
第
８９
回
評

議
員
会
に
お
い
て
、
会
長
提
出
議

案
と
し
て
「
地
域
主
権
改
革
の
推

進
に
関
す
る
決
議
」
を
ご
提
出
い

た
だ
き
、
全
会
一
致
で
ご
決
定
を

い
た
だ
き
ま
し
た
。

さ
て
、
本
委
員
会
が
取
り
組
ん

で
ま
い
り
ま
し
た
地
域
主
権
改
革

の
推
進
に
関
す
る
動
向
で
ご
ざ
い

ま
す
が
、
地
域
の
自
主
性
・
自
立

性
を
高
め
る
た
め
の
「
地
域
主
権

改
革
関
連
三
法
」
が
、
去
る
４
月

に
よ
う
や
く
成
立
し
、
ま
た
、
今

通
常
国
会
に
は
、
都
道
府
県
か
ら

市
町
村
へ
の
権
限
移
譲
や
義
務
付

け
・
枠
付
け
の
更
な
る
見
直
し
を

内
容
と
す
る
第
二
次
一
括
法
案
が

提
出
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

特
に
、
「
国
と
地
方
の
協
議
の

場
に
関
す
る
法
律
」
に
つ
い
て

は
、
地
方
の
多
年
に
わ
た
る
要
望

が
実
っ
た
も
の
で
あ
り
、
東
日
本

大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
向

け
た
国
・
地
方
を
挙
げ
て
の
一
丸

と
な
っ
た
取
組
み
な
ど
を
協
議
し

て
い
く
上
で
、
極
め
て
重
要
で
あ

る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

一
方
、
地
方
自
治
法
の
抜
本
改

正
に
つ
き
ま
し
て
は
、
総
務
省
に

お
い
て
、
地
方
行
財
政
検
討
会
議

で
の
検
討
を
踏
ま
え
、
１
月
に
抜

本
改
正
に
つ
い
て
の
考
え
方
を
公

表
し
ま
し
た
が
、
こ
の
考
え
方
に

は
、
地
方
議
会
の
権
能
強
化
に
関

し
て
、
本
会
の
主
張
が
少
な
か
ら

ず
反
映
さ
れ
て
お
り
、
一
定
の
評

価
が
で
き
る
も
の
と
考
え
て
お

り
、
地
方
自
治
法
の
早
期
改
正
を

図
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り

ま
す
。
な
お
、
こ
の
「
地
方
自
治

法
の
抜
本
改
正
に
つ
い
て
の
考
え

方
」
は
、
現
行
の
地
方
自
治
法
の

運
用
状
況
を
踏
ま
え
つ
つ
、
当

面
、
早
急
に
改
善
が
必
要
な
事
項

と
し
て
「
長
と
議
会
の
関
係
の
あ

り
方
」
等
を
中
心
と
し
て
法
改
正

を
行
う
と
さ
れ
て
お
り
ま
す
が
、

議
会
が
、
団
体
意
思
の
決
定
機

関
、
ま
た
執
行
機
関
を
監
視
す
る

機
関
と
し
て
の
役
割
、
さ
ら
に
は

政
策
形
成
機
能
、
多
様
な
住
民
の

意
思
の
反
映
な
ど
の
機
能
を
十
分

に
発
揮
す
る
た
め
に
は
、
「
地
方

議
会
議
員
の
法
的
な
位
置
付
け
を

明
確
化
す
る
た
め
、
地
方
議
会
議

員
の
職
責
・
職
務
を
地
方
自
治
法

上
に
明
文
化
す
る
こ
と
」
の
実
現

が
肝
要
か
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

こ
の
た
び
の
大
震
災
に
際
し
ま

し
て
、
各
市
の
皆
様
に
は
大
変
な

御
心
配
を
頂
き
、
ま
た
、
発
災
直

後
か
ら
人
的
な
支
援
を
は
じ
め
と

し
て
、
物
資
の
提
供
、
義
援
金
な

ど
、
数
多
く
の
御
支
援
を
賜
り
ま

し
た
こ
と
に
、
改
め
て
厚
く
御
礼

を
申
し
上
げ
ま
す
。

国
内
の
観
測
史
上
最
大
と
な
る

マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
９
・
０
を
記
録

し
た
大
震
災
は
、
震
源
域
が
広
範

囲
に
及
び
、
特
に
津
波
に
よ
る
東

日
本
沿
岸
部
の
壊
滅
的
な
被
害

は
、
皆
様
御
承
知
の
と
お
り
で
ご

ざ
い
ま
す
。
被
災
総
額
も
最
大
２５

兆
円
と
も
見
込
ま
れ
、
２
万
人
を

超
え
る
死
傷
者
に
加
え
、
発
生
か

ら
３
カ
月
が
経
過
し
た
現
在
に
お

い
て
も
、
い
ま
だ
８
０
０
０
人
を

超
え
る
方
々
が
行
方
不
明
の
ま
ま

な
ど
、
未
曾
有
の
大
災
害
で
あ
り

ま
し
た
。

ま
た
、
東
京
電
力
福
島
第
一
原

子
力
発
電
所
に
お
け
る
放
射
性
物

質
の
漏
え
い
に
つ
い
て
も
、
一
向

に
事
態
の
収
束
の
兆
し
が
見
え

ず
、
多
く
の
国
民
が
不
安
を
隠
さ

ず
に
は
い
ら
れ
な
い
状
況
が
続
い

て
お
り
、
震
災
の
被
害
を
直
接
受

け
な
か
っ
た
地
域
や
産
業
ま
で
も

が
、
風
評
に
よ
り
農
産
物
や
水
産

物
の
取
引
が
で
き
な
い
な
ど
、
地

域
の
経
済
に
と
っ
て
も
深
刻
な
状

況
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

こ
の
た
び
の
震
災
は
、
被
災
都

市
の
み
な
ら
ず
、
我
が
国
全
体
に

深
い
悲
し
み
を
も
た
ら
し
ま
し
た

が
、
そ
の
よ
う
な
中
に
あ
っ
て
も
、

復
旧
・
復
興
に
向
け
た
着
実
な
る

歩
み
と
、
そ
れ
を
支
え
る
支
援
の

輪
の
広
が
り
を
感
じ
て
お
り
、
必

ず
や
苦
難
を
乗
り
越
え
、
こ
れ
ま

で
に
増
し
た
魅
力
あ
ふ
れ
る
都
市

を
再
建
で
き
る
も
の
と
確
信
致
す

も
の
で
あ
り
ま
す
。

（
要
約
）

青青
森森
市市
議議
長長
よよ
りり

本本
会会
フフ
ォォ
ーー
ララ
ムム
案案
内内

第
６
回
全
国
市
議
会
議
長
会
研

究
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催
地
で
あ
る
、

青
森
市
の
花
田
明
仁
議
長
よ
り
、

開
催
案
内
の
挨
拶
が
行
わ
れ
た
。

今
般
の
東
日
本
大
震
災
に
お
け

る
被
災
者
の
方
々
へ
の
お
見
舞
い

の
言
葉
と
と
も
に
、
同
じ
東
北
の

一
員
と
し
て
青
森
市
が
元
気
で
な

ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
認

識
で
、
東
北
地
方
の
復
興
に
向

け
、
最
大
限
努
力
し
て
い
る
と
述

べ
た
。

フ
ォ
ー
ラ
ム
は
１０
月
１２
日
、
１３

日
の
２
日
間
開
催
さ
れ
、
「
青
森

市
文
化
会
館
」
が
会
場
と
な
る
。

１
日
目
は
「
二
元
代
表
制
と
地

方
議
会
改
革
」
と
題
し
た
基
調
講

演
と
「
地
方
議
会
と
直
接
民
主
主

義
に
つ
い
て
」
の
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス

カ
ッ
シ
ョ
ン
が
行
わ
れ
る
。

２
日
目
は
「
議
会
基
本
条
例
」
に

つ
い
て
課
題
討
議
が
行
わ
れ
る
。

地地
域域
主主
権権
にに
関関
すす
るる

調調
査査
特特
別別
委委
員員
会会

野野
田田

譲譲

委委
員員
長長

仙仙
台台
市市
議議
長長

野田譲・仙台市議長が報告

東東
日日
本本
大大
震震
災災
被被
災災
地地
代代
表表
ああ
いい
ささ
つつ（（
抜抜
粋粋
））

野野
田田
譲譲
・・
仙仙
台台
市市
議議
会会
議議
長長

あいさつする野田譲・仙台市議長

（９） 平成２３年７月５日 第１８０１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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定
期
総
会
で
の
正
副
議
長
、

議
員
の
永
年
勤
続
表
彰
者
は
、

特
別
表
彰
、
一
般
表
彰
合
わ
せ

て
２
０
９
７
人
。
内
訳
は
次
の

と
お
り
。

◆
特
別
表
彰

正
副
議
長
８
年

以
上
�
１２
人
▽
議
員
５０
年
以
上

�
１
人
▽
同
４５
年
以
上
�
１
人

▽
４０
年
以
上
�
３９
人
▽
３５
年
以

上
�
２３
人
▽
３０
年
以
上
�
２５
人

▽
２５
年
以
上
�
４８
人
▽
２０
年
以

上
�
７
９
３
人

◆
一
般
表
彰

正
副
議
長
４
年

以
上
�
１
２
１
人
▽
議
員
１５
年

以
上
�
３
９
６
人
▽
同
１０
年
以

上
�
６
３
８
人

本
紙
で
は
、
紙
面
の
都
合
に

よ
り
、
特
別
表
彰
の
正
副
議
長

８
年
以
上
、
議
員
３０
年
以
上
の

所
属
議
会
と
氏
名
を
掲
載
し
ま

す
。（
敬
称
略
、
６
月
１５
日
の
定

期
総
会
時
の
被
表
彰
者
名
簿
順
）

な
お
、
当
日
は
、
正
副
議
長

８
年
以
上
で
表
彰
を
受
け
た
二

戸
市
の
佐
藤
正
倫
議
長
と
、
議

員
４０
年
以
上
で
表
彰
を
受
け
た

向
日
市
の
大
橋
�
議
員
が
代
表

受
領
を
行
っ
た
。

正
副
議
長
８
年
以
上

▽
小
樽
�
佐
野
治
男

▽
稚
内
�

山
田
繁
春

▽
歌
志
内
�
梶

敏

▽
黒
石
�
斎
藤
直
文

▽
遠
野
�

河
野
好
宣

▽
二
戸
�
佐
藤
正
倫

▽
見
附
�
八
木
庄
英

▽
国
分
寺

�
須
�

宏

▽
武
蔵
村
山
�
比

留
間
市
郎

▽
さ
ぬ
き
�
鶴
身

正

▽
菊
池
�
北
田

彰

▽
名

護
�
島
袋
權
勇

議
員
５０
年
以
上

▽
函
館
�
本
間

新

議
員
４５
年
以
上

▽
函
館
�
黒
島
宇
吉
郎

議
員
４０
年
以
上

▽
恵
庭
�
行
沢
政
義

▽
十
和
田

�
野
月
忠
見

▽
仙
台
�
大
内
久

雄

▽
秋
田
�
菊
地
達
雄

▽
南

陽
�
渡
部

敬

▽
小
平
�
西

克

彦

▽
国
立
�
小
沢
靖
子

▽
新

宿
�
山
田
敏
行

▽
杉
並
�
今
井

讓

▽
北
�
鈴
木
隆
司

▽
板
橋

�
橋
本
祐
幸

▽
土
浦
�
本
橋
道

明

▽
千
葉
�
野
本
信
正

▽
佐

倉
�
中
村
克
几

▽
習
志
野
�
馬

場
信
韶

▽
勝
浦
�
児
安
利
之

▽
富
士
�
小
倉
通
利

▽
名
古
屋

�
久
野
浩
平

▽
四
日
市
�
小
林

博
次

▽
岐
阜
�
船
戸

清

▽

枚
方
�
河
西
正
義

▽
八
尾
�
西

野
正
雄

東
口
晃
治

▽
宮
津
�

平
野

亮

▽
向
日
�
大
橋

�

▽
西
宮
�
雑
古
宏
一

▽
芦
屋
�

都
筑
省
三

▽
津
山
�
末
永
弘
之

▽
広
島
�
海
徳

貢

▽
呉
�
小

田
元
正

▽
坂
出
�
葛
西
吉
弥

藤
川

亘

▽
善
通
寺
�
芝

�

▽
伊
予
�
�
橋
佑
弘

▽
土
佐
清

水
�
岡
林
幹
造

▽
豊
後
高
田
�

大
石
忠
昭

▽
枕
崎
�
牧

信
利

▽
南
さ
つ
ま
�
鳥
居
亮
幸

議
員
３５
年
以
上

▽
深
川
�
北
名
照
美

▽
五
所
川

原
�
�
西
収
三

▽
塩
竈
�
小
野

絹
子

▽
名
取
�
下
山
博
嗣

▽

勝
山
�
�
田
與
三
次
郎

▽
あ
き

る
野
�
戸
沢
弘
征

▽
�
飾
�
石

田
千
秋

▽
横
須
賀
�
竹
折
輝
隆

若
山

豊

▽
水
戸
�
福
島
辰
三

▽
下
妻
�
稲
葉
冨
士
夫

▽
佐
野

�
寺
内
冨
士
夫

▽
大
田
原
�
本

澤
節
子

▽
志
木
�
永
井

誠

▽
市
原
�
山
口

勇

▽
我
孫
子

�
津
川
武
彦

▽
静
岡
�
栗
田
知

明

▽
稲
沢
�
坂
上
国
弘

▽
山

陽
小
野
田
�
小
野

泰

▽
飯
塚

�
永
露

仁

東

�
喜

▽
武
雄

�
谷
口
攝
久

▽
鹿
児
島
�
赤
崎

正
剛議

員
３０
年
以
上

▽
い
わ
き
�
鈴
木
利
之

▽
小
松

�
武
田
長
平

▽
台
東
�
杉
山
光

男

▽
北
�
永
沼
正
光

▽
荒
川

�
志
村
博
司

▽
練
馬
�
関
口
和

雄

▽
横
浜
�
太
田
正
孝

▽
秦

野
�
高
橋
文
雄

▽
小
山
�
松
島

不
三

▽
真
岡
�
鈴
木
俊
夫

▽

飯
能
�
武
藤
文
夫

▽
千
葉
�
橋

本

登

▽
岡
崎
�
近
藤
隆
志

▽
四
日
市
�
川
口
洋
二

▽
各
務

原
�
中
村
幸
二

▽
可
児
�
林

則
夫

▽
箕
面
�
牧
野
芳
治

▽

摂
津
�
原
田

平

▽
泉
南
�
松

本
雪
美

▽
四
條
畷
�
空
地
秀
晃

▽
井
原
�
乘
藤
俊
紀

▽
防
府
�

久
保
玄
爾

▽
宇
和
島
�
浅
田
良

治

▽
北
九
州
�
�
田
通
生

�

山

�

特特
別別
表表
彰彰
受受
賞賞
者者
特
別
表
彰
�
�
�
人

一
般
表
彰
�
�
�
�
人

議員表彰を代表して受領する大橋�・日向市議員
（右・議員４０年以上で特別表彰を受賞）

表
彰
受
賞
者
を
代
表
し
て
あ
い
さ
つ
す
る
佐
藤
正
倫
・
二
戸
市
議
会
議
長

（
正
副
議
長
８
年
以
上
で
特
別
表
彰
を
受
賞
）
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��
��
��
��
��
��
��
��
��
��

定
期
総
会
終
了
後
、
国
会
対
策

委
員
会
と
国
と
地
方
の
協
議
の
場

等
に
関
す
る
特
別
委
員
会
を
除
く

地
方
行
政
、
地
方
財
政
、
社
会
文

教
、
産
業
経
済
、
建
設
運
輸
の
５

委
員
会
は
東
京
・
日
比
谷
公
会
堂

で
合
同
委
員
会
を
開
き
、
そ
れ
ぞ

れ
正
副
委
員
長
を
選
任
し
た
。

▽
地
方
行
政

委
員
長
�
西
村
�

成
（
香
美
市
）
、
副
委
員
長
�
菅

原
啓
祐
（
一
関
市
）
、
橋
村
清
悟

（
津
市
）

▽
地
方
財
政

委
員
長
�
北
本
清

美
（
深
川
市
）
、
副
委
員
長
�
佐

藤
�
（
米
沢
市
）
、
橋
博
（
近
江

八
幡
市
）

▽
社
会
文
教

委
員
長
�
小
林
佐

敏
（
諏
訪
市
）
、
副
委
員
長
�
戸

谷
隆
史
（
大
和
高
田
市
）
、
溝
口

誠
二
（
小
林
市
）

▽
産
業
経
済

委
員
長
�
波
多
野

努
（
蒲
郡
市
）
、
副
委
員
長
�
後

藤
正
美
（
ひ
た
ち
な
か
市
）
、
中

野
良
雄
（
西
海
市
）

▽
建
設
運
輸

委
員
長
�
藤
井
昌

之
（
安
芸
高
田
市
）
、
副
委
員
長

�
高
橋
正
美
（
登
別
市
）
、
土
屋

裕
彦
（
鎌
ケ
谷
市
）

定
期
総
会
で
は
、
新
役
員
を
選

任
し
た
ほ
か
、
顧
問
と
相
談
役
を

そ
れ
ぞ
れ
委
嘱
し
た
。

新
役
員
の
氏
名
等
は
次
の
と
お

り
。

▽
会
長
�
関
谷
博
（
下
関
市
）

▽
副
会
長
�
三
井
幸
雄
（
旭
川

市
）
、
水
野
淳
（
八
王
子
市
）
、

井
上
日
吉
（
小
野
市
）
、
田
中
時

宗
（
宗
像
市
）

▽
監
事
�
大

越

明

夫
（
福

島

市
）
、
浦
崎
将
隆（
魚
津
市
）
、
柴

田
泉
（
岡
崎
市
）
、
神
田
隆
彦
（
呉

市
）
、
国
方
幸
治
（
さ
ぬ
き
市
）

▽
顧
問
�
二
之
湯
智
（
参
議
院
議

員
、
元
会
長
）
、
小
泉
昭
男
（
同
）

▽
相
談
役
�
五
本
幸
正
（
富
山

市
、
前
会
長
）
、
藤
田
�
之
（
広

島
市
、
元
会
長
）
�
山
�
（
北
九

州
市
、
同
）
、
藤
川
智
美
（
盛
岡

市
、

同
）
、

嶋
村
勝
夫
（
横
浜
市
、

同
）
、
細
見
正
行
（
岩
国
市
、
前

副
会
長
）
、
札
幌
、
仙
台
、
新
潟
、

横
浜
、
川
崎
、
相
模
原
、
さ
い
た

ま
、
千
葉
、
静
岡
、
浜
松
、
名
古

屋
、
大
阪
、
堺
、
京
都
、
神
戸
、

岡
山
、
広
島
、
北
九
州
、
福
岡
―

―
の
１９
政
令
指
定
都
市
の
議
長

▼
議
長

▽
広
島

木
島

丘
（
５
・
１７
）

▽
島
田

中
野
浩
二
（
６
・
３
）

▽
吉
野
川

近
久
善
博
（
６
・
６
）

▽
鎌
倉

伊
東
正
博
（
６
・
８
）

▽
伊
予

田
中

弘
（
６
・
９
）

▽
能
美

明
福
憲
一
（
６
・
１３
）

▽
調
布

伊
藤

学
（
６
・
１３
）

▽
水
戸

渡
辺
政
明
（
６
・
１４
）

▽
登
米

田
口
政
信
（
６
・
１６
）

▽
栗
原

佐
藤
千
昭
（
６
・
１６
）

▽
富
山

笹
木
豊
一
（
６
・
１６
）

▽
西
宮

白
井
啓
一
（
６
・
２０
）

▽
芦
屋

畑
中
俊
彦
（
６
・
２０
）

▽
田
辺

高
垣
幸
司
（
６
・
２０
）

▽
福
津

大
久
保
三
喜
男
（
６
・
２０
）

▽
河
内
長
野

桂

聖
（
６
・
２２
）

▽
深
川

長
野

勉
（
６
・
２３
）

▽
あ
き
る
野

澤
井
敏
和
（
６
・
２４
）

▼
副
議
長

▽
広
島

金
子
和
彦
（
５
・
１７
）

▽
栃
木

松
本
喜
一
（
６
・
３
）

▽
島
田

橋
本

清
（
６
・
３
）

▽
吉
野
川

玉
水
好
夫
（
６
・
６
）

▽
鎌
倉

大
石
和
久
（
６
・
８
）

▽
伊
予

武
智
邦
典
（
６
・
９
）

▽
能
美

北
野

哲
（
６
・
１３
）

▽
調
布

川
畑
英
樹
（
６
・
１３
）

▽
水
戸

須
田
浩
和
（
６
・
１４
）

▽
登
米

浅
田

修
（
６
・
１６
）

▽
栗
原

佐
藤
久
義
（
６
・
１６
）

▽
西
宮

河
崎
は
じ
め
（
６
・
２０
）

▽
芦
屋

い
と
う
ま
い
（
６
・
２０
）

▽
田
辺

吉
田
克
己
（
６
・
２０
）

▽
河
内
長
野

高
岡
優
子
（
６
・
２２
）

▽
深
川

田
中
裕
章
（
６
・
２３
）

▽
あ
き
る
野

松
原
敏
雄
（
６
・
２４
）

▼
事
務
局
長

▽
調
布

大
和
田
正
治
（
４
・
１
）

▽
萩

藤
岡
敏
彦
（
４
・
１
）

▽
防
府

徳
永
亨
仁
（
４
・
１
）

▽
山
陽
小
野
田古

川
博
三
（
４
・
１
）

▽
鳴
門

中
野
直
人
（
４
・
１
）

▽
小
松
島

中
島
彦
一
郎
（
４
・
１
）

▽
阿
南

西
田

修
（
４
・
１
）

▽
吉
野
川

柿
部
美
彦
（
４
・
１
）

▽
高
松

川
原
譲
二
（
４
・
１
）

▽
丸
亀

山
本
一
清
（
４
・
１
）

▽
観
音
寺

藤
原
正
清
（
４
・
１
）

▽
さ
ぬ
き

菊
池

等
（
４
・
１
）

▽
三
豊

神
原
道
央
（
４
・
１
）

▽
新
居
浜

岡

正
士
（
４
・
１
）

▽
大
洲

山
田
隆
司
（
４
・
１
）

▽
西
予

上
田
甚
正
（
４
・
１
）

▽
香
南

村
山
恵
二
（
４
・
１
）

▽
北
九
州

末
松

茂
（
４
・
１
）

▽
久
留
米

奈
良
�
洋
治
（
４
・
１
）

▽
大
牟
田

中
園
和
彦
（
４
・
１
）

▽
飯
塚

安
永
円
司
（
４
・
１
）

▽
朝
倉

西
村
和
徳
（
４
・
１
）

▽
大
川

古
賀
文
隆
（
４
・
１
）

▽
中
間

小
田
清
人
（
４
・
１
）

▽
小
郡

福
田
正
昭
（
４
・
１
）

▽
筑
紫
野

梶
原
俊
治
（
４
・
１
）

▽
大
野
城

野
村
正
弘
（
４
・
１
）

▽
古
賀

梅
谷
悦
二
（
４
・
１
）

▽
福
津

石
橋
和
義
（
４
・
１
）

▽
宮
若

伊
藤
清
文
（
４
・
１
）

▽
み
や
ま

椛
嶋
修
一
（
４
・
１
）

▽
鹿
島

谷
口
秀
男
（
４
・
１
）

▽
伊
万
里

水
田
政
良
（
４
・
１
）

▽
鳥
栖

佐
藤
純
雄
（
４
・
１
）

▽
島
原

柏
野
龍
一
郎
（
４
・
１
）

▽
松
浦

宮
原
宗
尚
（
４
・
１
）

▽
西
海

本
川
信
作
（
４
・
１
）

▽
人
吉

赤
池
謙
介
（
４
・
１
）

▽
水
俣

梅
下
正
孝
（
４
・
１
）

▽
玉
名

古
閑

猛
（
４
・
１
）

▽
宇
城

畑
野
秀
昭
（
４
・
１
）

▽
合
志

後
藤
一
男
（
４
・
１
）

▽
日
田

長
嶋
篤
太
�
（
４
・
１
）

▽
津
久
見

麻
生
達
也
（
４
・
１
）

▽
豊
後
高
田

安
藤
隆
治
（
４
・
１
）

▽
宇
佐

藤
澤
密
麿
（
４
・
１
）

▽
豊
後
大
野

後
藤
和
幸
（
４
・
１
）

▽
小
林

内
村
明
生
（
４
・
１
）

▽
え
び
の

堀
川
純
一
（
４
・
１
）

▽
鹿
児
島

下
村
英
法
（
４
・
１
）

総総
会会
終終
了了
後後
にに
正正
副副
委委
員員
長長
をを
選選
任任

本本
会会
のの
新新
役役
員員

議議
会会
人人
事事

本
会
５
委
員
会
が
合
同
会
議
を
開
催

本会役員が交代し新体制へ

顧
問
、相
談
役
も
委
嘱

合同会議で選任された５委員会の正副委員長

（１１） 平成２３年７月５日 第１８０１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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電電
話話
番番
号号
等等
変変
更更

市
議
会
議
員
共
済
会
は
６
月
１６

日
、
東
京
・
砂
防
会
館
で
第
１
０

２
回
代
議
員
会
を
開
き
、
新
役
員

を
選
任
し
た
。
ま
た
、
共
済
会
定

款
の
定
め
に
よ
り
、
前
日
の
定
期

総
会
で
全
国
市
議
会
議
長
会
の
新

会
長
に
選
任
さ
れ
た
関
谷
博
・
下

関
市
議
会
議
長
が
、
共
済
会
会
長

に
就
任
し
た
。

会
議
で
は
、
年
金
給
付
の
資
金

に
充
て
ら
れ
る
「
給
付
経
理
」
、

共
済
会
の
事
務
費
用
に
充
て
ら
れ

る
「
業
務
経
理
」
に
つ
い
て
、
そ

れ
ぞ
れ
の
平
成
２２
年
度
会
計
決
算

�
左
表
�
を
認
定
し
た
。
ま
た
、

本
年
６
月
１
日
を
も
っ
て
廃
止
へ

と
至
る
ま
で
の
地
方
議
会
議
員
年

金
制
度
の
動
向
に
つ
い
て
、
事
務

局
か
ら
説
明
が
あ
っ
た
ほ
か
、
制

度
廃
止
に
伴
う
共
済
会
定
款
の
一

部
に
変
更
が
あ
っ
た
こ
と
の
説
明

が
あ
っ
た
。
地
方
議
員
の
年
金
制

度
に
つ
い
て
は
、
改
正
地
共
法
が

６
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
、
同
日

を
も
っ
て
廃
止
と
な
っ
て
い
る
。

た
だ
し
、
現
受
給
者
ら
に
関
し

て
は
年
金
給
付
が
継
続
さ
れ
る
。

【
市
議
会
議
員
共
済
会
新
役
員
】

▽
会

長
�
関
谷

博
（
下
関
市
）

▽
副
会
長
�
三
井
経
光
（
長
野
市
）

▽
理

事
�
水
江
一
弘
（
室
蘭
市
）

▽

同

�
花
田
明
仁
（
青
森
市
）

▽

同

�
深
澤
永
雄

（
南
ア
ル
プ
ス
市
）

▽

同

�
永
田
勝
美
（
袋
井
市
）

▽

同

�
吉
田
政
男
（
相
生
市
）

▽

同

�
宮
本

享
（
出
雲
市
）

▽

同

�
妻
鹿
常
男
（
高
松
市
）

▽

同

�
松
尾
公
裕
（
日
置
市
）

▽

同

�
吉
岡

茂
（
足
立
区
）

▽
監

事
�
藤
原
美
佐
保

（
大
館
市
）

▽

同

�
富
永
栄
一
（
学
識
者
）

（
６
月
１６
日
現
在
）

▽
中
間
市
（
福
岡
県
）

FAX
０
９
３
（
２
４
５
）
０
１
０
１

※
電
話
番
号
に
つ
い
て
は
、
変
更

な
し７月５日現在の市数

８０９市
うち
指定都市 １９市
中核市 ４０市
特例市 ４１市
一般市 ６８６市
特別区 ２３区

給付経理 （給付に要する費用） （単位：千円）

１ 収支の状況

（１）収入総額 ３９，７０５，５６２

（主な収入の内訳）

ア 給付費負担金 １８，４２６，４２６

イ 掛 金 １７，８６８，０７７

ウ 特 別 掛 金 ２，９９７，９４１

エ 利息及び配当金 １１２，５４０

（２）支出総額 ５４，３５７，８４９

（主な支出の内訳）

ア 退 職 年 金 ３６，９８３，６６５

イ 退 職 一 時 金 １，７６２，３７２

ウ 遺 族 年 金 １１，４５３，２９２

エ 遺 族 一 時 金 １３８，７２１

オ 財政調整拠出金 ３，７０３，０００

（３）収支損益額 （（１）―（２）） △１４，６５２，２８７

平成２２年度は収入総額より支出総額の方が上回

ったため、１４６億５，２２８万７，０００円の当期損失金とな

った。このため、前年度の給付積立金２２４億３，６１０

万８，０００円を取り崩して平成２２年度の給付に要する

費用の不足金に補てんした。これにより、平成２２

年度に繰り越した給付積立金は７７億８，３８２万円とな

った。

２ 主な資産の内訳

（１） 預 金 ４，７９７，７８９

（２） 投資有価証券 ９９９，５００

（３） 生 命 保 険 ２，２７３，１５６

業務経理 （事務に要する費用） （単位：千円）

１ 収支の状況

（１）収入総額 ２８４，１０９

（収入の内訳）

ア 事務負担金 ２８３，１１４

議員一人当たり１３，０００円×議員定数

イ 利息及び配当金 ９９５

（２）支出総額 ２９６，２４８

（支出の内訳）

ア 役員報酬及び職員給与 ８５，７７６

イ 旅費及び事務費 ４０，０７５

ウ その他

（３）収支損益額 （（１）―（２）） △１２，１３９

平成２２年度は支出総額の方が収入総額より上回

ったため、１，２１３万９，０００円の当期損失金となった。

このため、前年度の剰余金３億１，０７５万円から取り

崩して平成２２年度の業務に要する費用の不足金に

補てんした。これにより平成２２年度に繰り越した

剰余金は２億９，８６１万円となった。

各市のニュースを募集

「全国市議会旬報」では、各市のニュ

ースを募集しています。

全国の自治体の中でも先進的な取り組

み、ユニークな条例、自慢のイベント、

地域のお祭りなど、お寄せいただく情報

のジャンルは問いません。

ご提供いただいた情報につきまして

は、本紙編集担当職員が記事を作成し、

議会ニュースあるいは市政ニュースとし

て紙面で紹介いたします。

本紙をＰＲの場として活用されてみて

はいかがでしょうか。

（問合せ先）

全国市議会議長会調査広報部

旬報担当 松下・柴田 TEL０３（３２６２）２３０９

共済会の会長に就任した関谷・下関市議長

議員共済会が代議員会開く

２２２２年年度度会会計計決決算算をを認認定定
平成２２年度市議会議員共済会決算（要旨）（平成２３年３月３１日現在）

第１８０１号 平成２３年７月５日 （１２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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